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Ⅰ　公益法人認定法第5条等について(公益社団法人･公益財団法

人関係)

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律(以下｢認定法｣ ) ､

同法施行令(以下｢認定令｣ )及び同法施行規則(以下｢認定規則｣ )に基

づく公益認定の申請に関し､認定法第5条に規定する公益認定の基準及び関

連する規定についての運用を明らかにし､もって認定法の円滑な施行を図る
ことを目的としている｡

具体的案件における審査及び監督処分等については､法令に照らし､個々

の案件毎に判断する｡なお､個別に説明を求めても､法人からの申請内容が

具体性を欠く場合には､内容が不明確であるために､結果として不認定とな

ることがありうる｡

1.認定法第5条第1号関係<法人の主たる目的>

認定法第5条第1号の｢主たる目的とするものであること｣とは､法人

が､認定法第2条第4号で定義される｢公益目的事業｣の実施を主たる目

的とするということである｡定款で定める法人の事業又は目的に根拠がな

い事業は､公益目的事業として認められないことがありうる｡申請時には､

認定法第5条第8号の公益目的事業比率の見込みが50%以上であれば本号

は満たすものと判断する｡

【参照条文】

(公益認定の基準)

認定法第五条　行政庁は､前条の認定(以下｢公益認定｣という｡ )の申請をした一般

社団法人又は一般財団法人が次に掲げる基準に適合すると認めるときは､当該法人に

ついて公益認定をするものとする｡

-　公益目的事業を行うことを主たる目的とするものであること｡

2.認定法第5条第2号関係<経理的基礎及び技術的能力>

《経理的基礎》

認定法第5条第2号の｢公益目的事業を行うのに必要な経理的基礎｣と

は､ ①財政基盤の明確化､ ②経理処理､財産管理の適正性､ ③情報開示の

適正性とする｡

(1)財政基盤の明確化

①　貸借対照表､収支(損益)予算書等より､財務状態を確認し､法人の
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事業規模を踏まえ､必要に応じて今後の財務の見通しについて追加的に

説明を求める｡

②　寄附金収入については､寄付金の大口拠出上位5着の見込み､会費収

入については積算の根拠､借入れの予定があればその計画について､情

報を求め､法人の規模に見合った事業実施のための収入が適切に見積も

られているか確認する｡

(2)経理処理･財産管理の適正性

財産の管理､運用について法人の役員が適切に関与すること､開示情報

や行政庁への提出資料の基礎として十分な会計帳簿を備え付けること(注1)､

不適正な経理を行わないこと(注2)とする｡

(注1 )法人が備え付ける会計帳簿は､事業の実態に応じ法人により異なるが､例えば

仕訳帳､総勘定元帳､予算の管理に必要な帳簿､償却資産その他の資産台帳､得意

先元帳､仕入先元帳等の補助簿が考えられる｡区分経理が求められる場合には､帳

簿から経理区分が判別できるようにする｡

(注2)法人の支出に使途不明金があるもの､会計帳簿に虚偽の記載があるものその他

の不適正な経理とする｡

(3)情報開示の適正性

①　外部監査を受けているか､そうでない場合には費用及び損失の額又は

収益の額が1億円以上の法人については監事(2人以上の場合は少なく

とも1名､以下同じ)を公認会計士又は税理士が務めること､当該額が

1億円未満の法人については営利又は非営利法人の経理事務を例えば5

年以上従事した者等が監事を務めることが確認されれば､適切に情報開

示が行われるものとして取り扱う｡

②　上記①は､これを法人に義務付けるものではなく､このような体制に

ない法人においては､公認会計士､税理士又はその他の経理事務の精通

者が法人の情報開示にどのように関与するのかの説明をもとに､個別に

判断する｡

《技術的能力》

認定法第5条第2号の｢公益目的事業を行うのに必要な｣ ｢技術的能力｣

とは､事業実施のための技術､専門的人材や設備などの能力の確保とする｡

申請時には､例えば検査検定事業においては､人員や検査機器の能力の

水準の設定とその確保が｢公益目的事業のチェックポイント｣に掲げられ

ていることから､検査検定事業を行う法人は､本号の技術的能力との関係
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において､当該チェックポイントを満たすことが必要となる｡法人の中核

的事業においてチェックポイントで掲げられた技術的能力が欠如している

と判断される場合には､公益法人として不認定となることもありうる｡

また､事業を行うに当たり法令上許認可等を必要とする場合においては､

認定法第7条第2項第3号の｢書類｣の提出をもって技術的能力を確認す

る｡

事業に必要な技術的能力は､法人自らが全てを保有していることを求め

ているものではない｡しかし､実態として自らが当該事業を実施している

とは評価されない程度にまで事業に必要な資源を外部に依存しているとき

には､技術的能力を備えていないものと判断される場合もありうる0

【参照条文】

認定法第五条
I

二　公益目的事業を行うのに必要な経理的基礎及び技術的能力を有するものであるこ

と｡

3.認定法第5条第3号､第4号関係<特別の利益>

認定法第5条第3号､第4号の｢特別の利益｣とは､利益を与える個人

又は団体の選定や利益の規模が､事業の内容や実施方法等具体的事情に即

し､社会通念に照らして合理性を欠く不相当な利益の供与その他の優遇が

これに当たり､申請時には､提出書類等から判断する｡

なお､寄附を行うことが直ちに特別の利益に該当するものではない｡ま

た､ ｢その事業を行うに当たり｣とは､公益目的事業の実施に係る場合に限

られない｡

認定後においては､確定的に利益が移転するに至らなくとも､そのおそ

れがあると認められる場合には報告徴収(認定法第27条第1項)を求めう

る｡

【参照条文】

認定法第五条

三　その事業を行うに当たり､社員､評議員､理事､監事､使用人その他の政令で定

める当該法人の関係者に対し特別の利益を与えないものであること｡

四　その事業を行うに当たり､株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若

しくは団体の利益を図る活動を行うものとして政令で定める者に対し､寄附その他

の特別の利益を与える行為を行わないものであること｡ただし､公益法人に対し､

当青亥公益法人が行う公益目的事業のために寄附その他の特別の利益を与える行為を

行う場合は､この限りでない｡
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4.認定法第5条第5号関係<投機的な取引を行う事業>

認定令第3条(認定法第5条第5号の｢公益法人の社会的信用を維持す

る上でふさわしくない｣事業について定めるもの)第1号の｢投機的な取

引を行う事業｣に該当するかどうかは､取引の規模､内容等具体的事情に

よるが､例えばポートフォリオ運用の一環として行う公開市場等を通じる

証券投資等はこれに該当しない｡

【参照条文】

認定法第五条

五　投機的な取引､高利の融資その他の事業であって､公益法人の社会的信用を維持

する上でふさわしくないものとして政令で定めるもの又は公の秩序若しくは善良の

風俗を害するおそれのある事業を行わないものであること｡

(公益法人の社会的信用を維持する上でふさわしくない事業)

認定令第三条　法第五条第五号の政令で定める公益法人の社会的信用を維持する上でふ

さわしくない事業は､次に掲げる事業とする｡
-　投機的な取引を行う事業

5.認定法第5条第6号､第14条関係<公益目的事業の収入>

(1)判定方法

認定法第5条第6号の｢公益目的事業に係る収入がその実施に要する適
正な費用を償う額を超えない｣ (認定法第14条にて同旨の規定) (以下｢収

支相償｣ )かどうかについては､二段階で判断する｡まず第一段階では､公

益目的事業単位で事業に特に関連付けられる収入と費用とを比較し､次に

第二段階で､第一段階を満たす事業の収入､費用も含め､公益目的事業を

経理する会計全体の収入､費用を比較する｡

申請時には､認定法第7条第2項第2号により提出する収支予算書の対
象事業年度に係る見込み軽を計算し､認定規則第5条第3項(認定法第7

条第2項第6号の書類を定めるもの)第3号の｢書類｣に記載する｡認定
後においては､認定規則第28条第1項(認定法第21条第2項第4号の書

類を定めるもの)第2号の｢運営組織及び事業活動の概要及びこれらに関
する数値のうち重要なものを記載した書類｣に実績値を記載する｡

①　第一段階においては､公益性が認められる公益目的事業(公益目的事
業のチェックポイントにおける事業の単位と同様の考え方に基づいて､

事業の目的や実施の態様等から関連する事業もまとめたものを含む)を
単位として､当該事業に関連付けられた収入と費用とを比較する｡当該
事業に関連付けられた収入と費用は､法人の損益計算書(正味財産増減計
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算書)におけるそれぞれ当該事業に係る経常収益､経常費用とする｡収入
が費用を上回る場合には､当該事業に係る特定費用準備資金への積立て

額として整理する｡

②　第二段階においては､第一段階の収支相償を満たす事業に係る経常収

益及び経常費用に加え､公益目的事業に係る会計に属するが､特定の事

業と関連付けられない公益に係るその他の経常収益及び経常責用を合計
し､特定費用準備資金､公益目的保有財産等に係る一定の調整計算を行

った上で収支を比較する｡

この段階において､法人が収益事業等を行っている場合には､収益事

業等の利益から公益目的事業財産に繰入れた額も収入に含めるが､当該

繰入れが認定法第18条第4号に基づく利益額の50%の繰入れか､認定規

則第26条7号､ 8号に基づく利益額の50%超の繰入れかに応じて､ 2つ

の計算方法がある(下記(2)､ (3))｡また､法人が収益事業等を行っていな

い場合は､下記(2)に準ずる｡なお､収益事業等会計から公益目的事業会

計への繰入れは､内部振替であり､公益目的事業比率(認定法第15条)
の算定上､当該収益事業等の事業費には含まれない｡

③　費用は｢適正な｣範囲である必要から､謝金､礼金､人件費等につい
て不相当に高い支出を公益目的事業の費用として計上することは適当で

はない｡なお､公益目的事業に付随して収益事業等を行っている場合に､

その収益事業等に係る費用､収益を収支相償の計算に含めることはでき

ない｡

(2)収益事業等の利益額(注1)の50%を繰入れる場合

(彰　以下の合計額を収入とする｡

l　損益計算書上の公益目的事業の会計に係る経常収益

ii　公益目的事業に係る特定費用準備資金(認定規則第18条)の当期取

崩し額
iii　損益計算書上の収益事業等会計から公益目的事業会計への資産繰入

れ額(実物資産を繰入れた場合は帳簿価額相当額(注2) ) (注3)

(注1 )収益事業等における利益から､管理費のうち収益事業等に按分される額を控

除した額｡

(注2)収益事業等からの利益を実物資産で繰入れる場合には､繰入時の実物資産の

帳簿価額に相当する額が収益事業等の資産から公益目的事業財産となり､同額を
支出して､当該実物資産を取得するものと見なす｡この場合の当該実物資産は公

益目的保有財産となる(認定法第18条第5号) 0

(注3)法人が収益事業等を行っていない場合にはiiiは除かれる｡
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②　以下の合計額を費用とする｡
l　損益計算書上の公益目的事業の会計に係る経常費用

ii　公益目的事業に係る特定費用準備資金の当期積立て額

③　上記(彰と②の額を比較する｡

(3)収益事業等の利益額を50%を超えて繰入れる場合

①　収入として以下の合計額を算出する｡
l　損益計算書上の公益日的事業の会計に係る経常収益

ii　公益目的事業に係る特定費用準備資金の当期取崩し額(注)

iii　公益目的保有財産の取得又は改良に充てるために保有する資金(認

定規則第22条第3項) (以下｢公益資産取得資金｣ )の当期取崩し額(注)

iv　公益目的保有財産の当期売却収入(帳簿価額+売却損益)

(注)資金積立て時に､収支相僕の計算上､費用として算入した額の合計額0

②　費用として以下の合計額を算出する｡
l　損益計算書上の(公益目的事業の会計に係る経常費用一公益目的保

有財産に係る減価償却費)
ii　公益目的事業に係る特定費用準備資金の当期積立て額(上限あり(注))

iii　公益資産取得資金の当期積立て額(上限あり(注) )

iv　公益目的保有財産の当期取得支出

(注) ｢(各資金の積立て限度額一前期末の当該資金の残高)/目的支出予定時までの残

存年数｣として計算される額｡

③ (②-①)の額について収益事業等から資産を繰入れる(利益の100%

を上限､実物資産を繰入れた場合は帳簿価額相当額(注) ) 0

(注)収益事業等からの利益を実物資産で繰入れる場合には､繰入時の実物資産の帳簿

価額に相当する額が収益事業等の資産から公益目的事業財産となり､同額を支出し
て､当該実物資産を取得するものと見なす｡この場合の当該実物資産は公益目的保

有財産となる(認定法第18条第5号､認定規則第26条第7号) ｡

④　計算書類の作成に当たっては､損益計算書及び貸借対照表の内訳表に
おいて､収益事業等に関する会計(収益事業等会計)は､公益目的事業
に関する会計(公益目的事業会計) ､管理業務やその他の法人全般に係る

事項(公益目的事業や収益事業等に属さない事項)に関する会計(法人
会計)とは区分して表示する｡

(4)剰余金の扱いその他

①　ある事業年度において剰余が生じる場合において､公益目的保有財産

-6-



に係る資産取得､改良に充てるための資金に繰入れたり､当期の公益目

的保有財産の取得に充てたりする場合には､本基準は満たされているも
のとして扱う｡このような状況にない場合は､翌年度に事業の拡大等に

より同額程度の損失となるようにする｡

②　事業の性質上特に必要がある場合には､個別の事情について案件毎に
判断する｡また､この収支相借の判定により､著しく収入が超過し､そ
の超過する収入の解消が図られていないと判断される時は報告を求め､

必要に応じ更なる対応を検討する｡

【参照条文】

認定法第五条

六　その行う公益目的事業について､当該公益目的事業に係る収入がその実施に要す

る適正な費用を償う額を超えないと見込まれるものであること｡

(公益目的事業の収入)

認定法第十四条　公益法人は､その公益目的事業を行うに当たり､当該公益目的事業の

実施に要する適正な費用を償う額を超える収入を得てはならない｡

(公益認定の申請)

認定規則第五条

3　法第七条第二項第六号の内閣府令で定める書類は､次に掲げる書類とする｡

三　前項各号に掲げるもののほか､法第五条各号に掲げる基準に適合することを説明

した書類

(事業年度経過後三箇月以内に作成し備え置くべき書類)

認定規則第二十八条　法第二十一条第二項第四号の内閣府令で定める書類は､次に掲げ

る書類とする｡

二　運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを

記載した書類

第二款　公益目的事業財産

認定法第十八条

四　公益認定を受けた日以後に行った収益事業等から生じた収益に内閣府令で定める

割合を乗じて得た額に相当する財産

八　前各号に掲げるもののほか､当該公益法人が公益目的事業を行うことにより取得

し､又は公益目的事業を行うために保有していると認められるものとして内閣府令

で定める財産
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(収益事業等から生じた収益に乗じる割合)

認定規則第二十四条　法第十八条第四号の内閣府令で定める割合は､百分の五十とする｡

(公益目的事業を行うことにより取得し､又は公益目的事業を行うために保有してい

ると認められる財産)

認定規則第二十六条

七　公益認定を受けた日以後に第一号から第五号まで及び法第十八条第-号から第四

号までに掲げる財産以外の財産を支出することにより取得した財産であって､同日

以後に前条の規定により表示したもの

八　法第十八条各号及び前各号に掲げるもののほか､当該法人の定款又は社員総会若

しくは評議員会において､公益目的事業のために使用し､又は処分する旨を定めた

額に相当する財産

6.認定法第5条第7号関係<公益目的事業の実施に支障を及ぼすおそれ>

認定法第5条第7号の｢収益事業等を行うことによって公益目的事業の

実施に支障を及ぼすおそれ｣とは､収益事業等への資源配分や事業内容如

何により公益目的事業の円滑な実施に支障が生じる可能性が生じることで

あり､申請時には､公益認定の申請書や事業計画書等の添付書類の内容か

ら総合的に判断する｡

【参照条文】

認定法第五条

七　公益目的事業以外の事業(以下｢収益事業等｣という｡ )を行う場合には､収益

事業等を行うことによって公益目的事業の実施に支障を及ぼすおそれがないもので

あること｡

7.認定法第5条第8号､第15条関係<公益目的手業比率>

認定法第5条第8号及び第15条の｢公益目的事業比率｣は､申請時には､

認定法第7条第2項第2号により提出する収支予算書の対象事業年度に係

る見込み額を計算し､認定規則第5条第3項(認定法第7条第2項第6号

の書類を定めるもの)第3号の｢書類｣に記載する｡認定後においては､

認定規則第28条第1項(認定法第21条第2項第4号の書類を定めるもの)

第2号の｢運営組織及び事業活動の概要及びこれらに関する数値のうち重

要なものを記載した書類｣に実績値を記載する｡

(1)事業費と管理費

①　認定規則第13条(認定法第15条の公益目的事業比率の算定のための
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費用の額を定めるもの)第2項の｢事業費｣ ｢管理費｣の定義は次のと

おりとする｡

l　事業費:当該法人の事業の目的のために要する費用

ij　管理費:法人の事業を管理するため､毎年度経常的に要する費用

(管理費の例示)

総会･評議員会･理事会の開催運営費､登記費用､理事･評議員･

監事報酬､会計監査人監査報酬｡

(事業費に含むことができる例示)

専務理事等の理事報酬､事業部門の管理者の人件章は､公益目的事

業への従事割合に応じて公益目的事業費に配賦することができる0

管理部門(注)で発生する費用(職員の人件費､事務所の賃借料､光

熱水費等)は､事業費に算入する可能性のある費用であり､法人の実

態に応じて算入する｡

(注)管理部門とは､法人本部における総務､会計､人事､厚生等の業務を行う

部門である｡

②　認定規則第19条(認定規則第13条第2項の｢事業費｣及び｢管理費｣
のいずれにも共通して発生する関連費用の配賦について定めるもの)の
｢適正な基準によりそれぞれの費用額に配賦しなければならない｣につ

いては､以下の配賦基準を参考に配賦する｡

(配賦基準)

配賦基準 �4ｹw�+8.ｨ.仄I,ｩN���

建物面積比 �&��:H彿,�HﾉｩZ依��霍�NⅸﾉｩZ云ｸﾊ��9��

職員数比 兀�委ｩ�iNⅸ駟k�w���mYV儂�9��

従事割合 从ｹ{ⅸ�ﾉu鶫,�ｾ�I���Xｾ�Iyﾘ駟_��9��

使用割合 儖YV侏��霍�Nⅸ5(98788X�ｸ5��ｸ8ｨ�ｸ5��99��

(2)土地の使用に係る費用額

認定規則第16条(認定法第15条の公益目的事業比率の費用額に法人の

判断により土地の使用に係る費用額の算入を可能とするもの(注1) )の｢土

地の賃借に通常要する賃料の額｣の算定方法については､ (彰不動産鑑定士

等の鑑定評価､ ②固定資産税の課税標準額を用いた倍率方式(注2) ､ ③賃貸

事例比較方式や利回り方式など法人の選択に委ねる｡

ただし算定の根拠については､認定規則第38条第2号イ｢第28条第1

項第2号に掲げる書類に記載された事項及び数値の計算の明細｣において
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明らかにする必要がある｡

(注1 )本条に基づいて事業比率の算定上､費用額に追加的に算入できるのは､上記の

算定方法により得られた｢土地の賃借に通常要する賃料の額から当該土地の使用に

当たり実際に負担した費用の額を控除｣ (認定規則第16条第1項)した額である｡

(注2)倍率は､ -般には3倍以内とする｡

(3)融資に係る費用額

認定規則第16条の2 (認定法第15条の公益目的事業比率の費用額に法

人の判断により融資に係る費用額の算入を可能とするもの)の｢借入れを

して調達した場合の利率｣については､前事業年度末の長期プライムレー

トその他の市場貸出金利を用いるものとする｡

(4)無償の役務の提供等に係る費用額

①　認定規則第17条(認定法第15条の公益目的事業比率の費用額に法人
の判断により無償の役務提供等に係る費用額の算入を可能とするもの)

の｢役務｣等は､次の条件を満たすものを対象とする｡

l　その提供等が法人の事業等の実施に不可欠であること

ii　法人は提供等があることを予め把握しており､法人の監督下におい

て提供等がなされること

iii　通常､市場価値を有するものであること

(注)理事､監事､評議員については報酬等支給の基準の定めに従うことになり､無報

酬の理事等の理事等としての職務の遂行は､費用に算入可能な｢役務｣には含まれ

ない｡

②　認定規則第17条の｢必要対価の額｣は､役務の提供を受けた法人にお
いて当該役務の提供に関して通常負担すべき額をいい､合理的な算定根

拠に拠るか､役務等の提供地における最低賃金に基づいて計算する0

③　認定規則第17条第4項の｢役務の提供があった事実を証するもの及び

必要対価の額の算定の根拠｣については､法人において､提供者の住所､

氏名､日時､役務等の内容､単価とその根拠､法人の事業との関係､提

供者署名を記載した書類を作成するものとし､その概要を認定規則第38

条第2号イ｢第28条第1項第2号に掲げる書類に記載された事項及び数

値の計算の明細｣に記載する｡

(5)特定費用準備資金
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認定規則第18条(認定法第15条の公益目的事業比率の費用額に法人の

判断により特定費用準備資金への繰入れ額の算入を可能とするもの)の
｢特定費用準備資金｣については､以下のように取扱う｡

①　第1号の｢資金の目的である活動を行うことが見込まれること｣とは､

活動の内容及び時期が費用として擬制できる程度に具体的なものである
ことを要する｡法人において関連する事業をまとめて-の事業単位とし

て経理を区分する際に､その事業単位で設定することも､その事業単位

の中の個々の事業で設定することも可能である｡活動時期が単年度であ

る必要はないが､法人の規模､実績等に比して実現の見込みが低い事業

や実施までに例えば10年の長期を超えるような事業は､積立て対象とし

て適当ではない｡繰越金､予備費等､将来の単なる備えとして積み立て

る場合は本要件を満たさない｡法人の定款からは根拠付けられない活動

は適当ではなく､また当該特定の活動の実施に当たっては､変更の認定

(認定法第11条)等を要する可能性があることに留意する｡

②　｢他の資金と明確に区分して管理されて｣ (第2号)おり､ ｢目的であ

る支出に充てる場合を除くほか､取り崩すことができないものであるこ

と又は当該場合以外の取崩しについて特別の手続が定められているこ

と｣ (同第3号)との関係において､当該資金は､貸借対照表､財産目録

上は､資金単位でどの事業に関する資金かが判別できる程度に具体性を

もって､また資金が複数ある場合には相互の違いが明確になるよう適宜

の名称を付した上(例: ○○事業人材育成積立資産)､目的､取崩しの要

件等を定めた貸借対照表上の特定資産として計上されることを要する｡

また､実施時期が近づくことに伴う見積もりの精微化などその目的や

性格が変わらない範囲での資金の見直しや当該事業の予期せざる損失へ

の充当を除き､資金の目的である事業の内容の変更として変更認定を受

けた場合に､資金を取り崩して他の事業に使用することができる｡

③　資金について､止むことを得ざる理由に基づくことなく複数回､計画

が変更され､実質的に同一の資金が残存し続けるような場合は､ ｢正当な

理由がないのに当該資金の目的である活動を行わない事実があった場

合｣ (同第4項第3号)に該当し､資金は取崩しとなる｡

(上記(2)～(5)に係る注)法人が､公益目的事業比率に関する上記(2)～(5)の調整項目のう

ちある項目を公益目的事業について適用する場合には､公益目的事業以外の事業

や管理運営に係る業務においても適用することとなる｡例えば公益目的事業にお

いて自己所有地に係るみなし費用額を算入した場合に､収益事業等においても自

己所有地を使用しているときは､当該収益事業等についてもみなし費用額を算入

する｡複数の事業等で使用している土地については､面積比など適正な基準によ
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り､それぞれの事業等に配賦する(認定規則第16条第1項､同第19条) ｡また､

(2)～(5)はそれぞれ別個の調整項目であり､ある項目を適用した場合に､他の項目

も適用しなければならないということではない｡

【参照条文】

認定法第五条

八　その事業活動を行うに当たり､第十五条に規定する公益目的事業比率が百分の五

十以上となると見込まれるものであること｡

(公益目的事業比率)

認定法第十五条　公益法人は､毎事業年度における公益目的事業比率(第一号に掲げる

額の同号から第三号までに掲げる額の合計額に対する割合をいう｡ )が百分の五十以

上となるように公益目的事業を行わなければならない｡
-　公益目的事業の実施に係る費用の額として内閣府令で定めるところにより算定さ

れる額

二　収益事業等の実施に係る費用の額として内閣府令で定めるところにより算定され

る額

三　当該公益法人の運営に必要な経常的経費の額として内閣府令で定めるところによ

り算定される額

(費用額の算定)

認定規則第十三条　法第十五条第一号の公益目的事業の実施に係る費用の額として内閣

府令で定めるところにより算定される額(以下｢公益実施費用額｣という｡ ) ､同条

第二号の収益事業等の実施に係る費用の額として内閣府令で定めるところにより算定

される額(以下｢収益等実施費用額｣という｡ )及び同条第三号の当該公益法人の運

営に必要な経常的経費の額として内閣府令で定めるところにより算定される額(以下

｢管理運営費用額｣という｡ )の算定については､この節に定めるところによる｡

2　公益法人の各事業年度の公益実施費用額､収益等実施費用額及び管理運営費用額(以

下｢費用額｣という｡ )は､別段の定めのあるものを除き､次の各号に掲げる費用額

の区分に応じ､当該各号に定める額とする｡

-　公益実施費用額　当該事業年度の損益計算書に計上すべき公益目的事業に係る事

業費の額

二　収益等実施費用額　当該事業年度の損益計算書に計上すべき収益事業等に係る事

業費の額

三　管理運営費用額　当該事業年度の損益計算書に計上すべき管理費の額

(土地の使用に係る費用額)

認定規則第十六条　公益法人が各事業年度の事業等を行うに当たり､自己の所有する土

地を使用した場合には､当該土地の貸借に通常要する賃料の額から当該土地の使用に
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当たり実際に負担した費用の額を控除して得た額を､その事業等の区分に応じ､当該

事業年度の費用額に算入することができる｡

(融資に係る費用額)

認定規則第十六条の二　公益法人は各事業年度において無利子又は低利の資金の貸付け

があるときは､当該貸付金につき貸付金と同額の資金を借入れをして調達した場合の

利率により計算した利子の額と､当該貸付金につき当該貸付金に係る利率により計算

した利子の額の差額を､その事業等の区分に応じ､当該事業年度の費用額に算入する

ことができる｡

(無償の役務の提供等に係る費用額)

認定規則第十七条　公益法人が各事業年度において無償により当該法人の事業等に必要

な役務の提供(便益の供与及び資産の譲渡を含むものとし､資産として計上すべきも

のを除く｡以下同じ｡ )を受けたときは､必要対価の額(当該役務の提供を受けた時

における当該役務と同等の役務の提供を受けるために必要な対価の額をいう｡以下こ

の条において同じ｡ )を､その事業等の区分に応じ､当該事業年度の費用額に算入す

ることができる｡

4　第一項又は第二項の規定を適用した公益法人は､役務の提供があった事実を証する

もの及び必要対価の額の算定の根拠を記載又は記録したものを当該事業年度終了の日

から起算して十年間､保存しなければならないo

(特定費用準備資金)

認定規則第十八条　公益法人が各事業年度の末日において特定費用準備資金(将来の特

定の活動の実施のために特別に支出する費用(事業費又は管理費として計上されるこ

ととなるものに限るものとし､引当金の引当対象となるものを除く｡以下この条にお

いて同じ｡ )に係る支出に充てるために保有する資金(当該資金を運用することを目

的として保有する財産を含む｡以下同じ｡ )をいう｡以下同じ｡ )を有する場合には､

その事業等の区分に応じ､第一号の額から第二号の額を控除して得た額を当該事業年

度の費用額に算入する｡ (以下略)

3　第一項に規定する特定費用準備資金は､次に掲げる要件のすべてを満たすものでな

ければならない｡
-　当該資金の目的である活動を行うことが見込まれること｡

二　他の資金と明確に区分して管理されていること｡

三　当該資金の目的である支出に充てる場合を除くほか､取り崩すことができないも

のであること又は当該場合以外の取崩しについて特別の手続が定められているこ

と｡

四　積立限度額が合理的に算定されていること｡

五　第三号の定め並びに積立限度額及びその算定の根拠について法第二十一条の規定

の例により備置き及び閲覧等の措置が講じられていること｡
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4　特定費用準備資金(この項の規定により取り崩すべきこととなったものを除く｡以

下この条において同じ｡ )を有する公益法人は､次の各号に掲げる場合の区分に応じ､

当該各号に定める額に相当する資金を取り崩さなければならない｡

三　正当な理由がないのに当該資金の目的である活動を行わない事実があった場合

その事実があった日における当該資金の額

(関連する費用額の配賦)

認定規則第十九条　公益実施費用額と収益等実施費用額とに関連する費用額及びこれら

と管理運営費用額とに関連する費用額は､適正な基準によりそれぞれの費用額に配貝武

しなければならない｡ただし､配賦することが困難な費用額については､当該費用額

が公益実施費用額と収益等実施費用額とに関連する費用額である場合にあっては収益

等実施費用額とし､当該費用額が公益実施費用額又は収益等実施費用額と管理運営費

用額とに関連する費用額である場合にあっては管理運営費用額とすることができる｡

8.認定法第5条第9号､第16条関係<遊休財産額の保有の制限>

認定法第5条第9号の遊休財産額の保有の制限は､申請時には､認定法

第7条第2項第2号により提出する収支予算書の対象事業年度に係る見込
み額を計算し､認定規則第5条第3項(認定法第7条第2項第6号の書類

を定めるもの)第3号の｢書類｣に記載する｡認定後においては､認定規

則第28条第1項(認定法第21条第2項第4号の書類を定めるもの)第2

号の｢運営組織及び事業活動の概要及びこれらに関する数値のうち重要な

ものを記載した書類｣に実績値を記載する｡

認定規則第22条(認定法第16条の｢遊休財産額｣を定めるもの)第3

項において｢遊休財産額｣から除外される財産として｢控除対象財産｣を

定めているが､これについては以下のように取扱う｡

(1)公益目的保有財産(同1号)

①　継続して公益目的事業の用に供するために保有する財産(認定規則第
25条第2項)であるが､断続的であっても､長期間継続して使用してい

る場合は継続して用に供するものとする｡

②　対象となる財産は事業の用に供する範囲に限定される｡他の事業等と
共用する財産については､法人において区分､分離可能な範囲で財産を

確定し､表示する｡その際には､
･可能であれば物理的に特定する(例:建物1階介助浴室､脱衣室部分)0

･物理的な特定が困難な場合には､ -の事業の資産として確定し､減価

償却費等の関連費用は使用割合等適正な基準により按分する｡
金融資産については､貸借対照表において基本財産又は特定資産とし

て計上し､範囲を確定する｡
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③　財産目録には､公益目的保有財産は､財産の勘定科目をその他の財産
の勘定科目と区分して表示することとなっており(認定規則第31条第3

項､同25条第1項) ､具体的には｢公益｣の勘定区分の下で財産の名称､

面積等､所在場所(物理的特定が可能な場合に限る)､帳簿価額､事業との

関連性､不可欠特定財産である場合にはその旨と取得時期と認定時期と
の関係を明らかにして表示を行うものとする｡

④　公益認定の申請書には､各公益目的事業に主として利用する財産の名
称､所在場所､面積､帳簿価額等を記載することで､当該財産をどの公
益目的事業の用に供するかを明らかにする｡

例1 :財産目録の記載例
貸借対照表科目 ��ｨ�饂榎ｩ9��使用目的等 仞�ｧ｢�

(流動資産) (固定資産) (基本財産) 土地 美術品 簸�ﾂ�公益目的保有財産であり､○○事業の施設に使 ���������������

××市∇∇町3-5-1 冽�+X,H*(.薬�

絵画○点(詳細明細) 佰h擁mｩ4兢ｹtﾈﾞ�蝌,X*�.芥�ｸ�ｸ馼ｼh,仍�+X,H*"�.愉Di.���,偃i;�+X+ﾙW8�(ﾈy<�.萎�蝌,X*�.薬�

資産合計 �� ��

例2 :公益目的保有財産の明細(財産目録の明細)
財産種別 佰h擁Di.���i;��公益認定後取得 �+ｸ,ﾉ�ﾈ,ﾂ�使用事業 

不可欠特定財産 儻8�(ﾈy<�.萎�蜥�公益目的保有財産 

土地 �� 簸�｢����韈8����*ﾃ2ﾓRﾓ�������阯��○○事業 

建物 �� �� 

美術品 ��ｸ�ｹ�ﾂ������阯���ｨ�ｨ�ｨﾙ�������阯�� ��○○事業 

合計 ������阯�� ������阯�� 

(2)公益目的事業を行うために必要な収益事業等その他の業務又は活動の用
に供する財産(同2号)

公益目的事業の財源確保のため又は公益目的事業に付随して行う収益事

業等の用に供する固定資産､公益目的事業や当該収益事業等の管理業務の
用に供する固定資産とする｡弄り用効率が低いため､財源確保に実質的に寄
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与していない固定資産は該当しない｡管理業務に充てるために保有する金

融資産については､合理的な範囲内において､貸借対照表において基本財
産又は特定資産として計上されるものが該当する｡

(3)上記(1)､ (2)の特定の財産の取得又は改良に充てるために保有する資金

(同3号)

①　特定費用準備資金に関する規定の準用に関し(認定規則第22条第4項)､
｢資金の目的である財産を取得し､又は改良することが見込まれること｣

(読替え後の認定規則第18条第3項第1号)については､取得又は改良
の対象とその時期が具体的なものであることを要する｡減価償却引当資

産は､対象が具体的であれば本号の資金に該当する｡

②　｢資金の目的である財産の取得又は改良に必要な最低額が合理的に算

定されていること｣ (読替え後の同第4号)については､市場調達価格と

する｡

③　資金について､止むことを得ざる理由に基づくことなく複数回､計画
が変更され､実質的に同一の資金が残存し続けるような場合は､ ｢正当な

理由がないのに当該資金の目的である財産を取得せず､又は改良しない

事実があった場合｣ (同条第4項第3号)に該当し､資金は取崩しとなる｡

(4)寄附等によって受け入れた財産で､財産を交付した者の定めた使途に従
って使用又は保有されているもの(同5号)

例えば､賃貸し､その賃貸事業利益を公益目的事業費に充てる旨定めが
あって寄附された建物を､その定めに従い使用収益している場合が該当す
る｡また､定められたとおりの｢使用｣の実態がない場合には､遊休財産

と判断することがありうる｡

(5)寄附等によって受け入れた財産で､財産を交付した者の定めた使途に充
てるために保有している資金(同6号)

例えば､研究用設備を購入する旨定めがあって寄附されたが､研究が初

期段階のため購入時期が到来するまで保有している資金が該当する0

なお､負債性引当金に準ずる内容の準備金は､遊休財産額の計算では引

当金と同様の取り扱いとする｡

【参照条文】

認定法第五条

九　その事業活動を行うに当たり､第十六条第二項に規定する遊休財産額が同条第一

項の制限を超えないと見込まれるものであること｡
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(遊休財産額の保有の制限)

認定法第十六条　公益法人の毎事業年度の末日における遊休財産額は､公益法人が当該

事業年度に行った公益目的事業と同一の内容及び規模の公益目的事業を翌事業年度に

おいても引き続き行うために必要な額として､当該事業年度における公益目的事業の

実施に要した費用の額(その保有する資産の状況及び事業活動の態様に応じ当該費用

の額に準ずるものとして内閣府令で定めるものの額を含む｡ )を基礎として内閣府令

で定めるところにより算定した額を超えてはならない｡

2　前項に規定する｢遊休財産額｣とは､公益法人による財産の使用若しくは管理の状

況又は当該財産の性質にかんがみ､公益目的事業又は公益目的事業を行うために必要

な収益事業等その他の業務若しくは活動のために現に使用されておらず､かつ､引き

続きこれらのために使用されることが見込まれない財産として内閣府令で定めるもの

の価額の合計額をいう｡

(遊休財産額)

認定規則第二十二条

2　公益法人の各事業年度の遊休財産額は､当該事業年度の資産の額から次に掲げる額

の合計額を控除して得た額とする｡

一　負債(基金(一般社団･財団法人法第百三十一条に規定する基金をいう0　第三十

一条第四項において同じ｡ )を含む｡以下この条において同じ｡ )の額

二　控除対象財産の帳簿価額の合計額から対応負債の額を控除して得た額

3　前項第二号に規定する｢控除対象財産｣は､公益法人が当該事業年度の末日におい

て有する財産のうち次に掲げるいずれかの財産(引当金(一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律施行規則(平成十九年法務省令第二十八号｡以下｢一般社団･財団

法人法施行規則｣という｡ )第二十四条第二項第-号に規定する引当金をいう｡以下

この条において同じ｡ )に係る支出に充てるために保有する資金を除く｡ )であるも

のをいう｡

一　第二十六条第三号に規定する公益目的保有財産

二　公益目的事業を行うために必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する

財産

三　前二号に掲げる特定の財産の取得又は改良に充てるために保有する資金(当該特

定の財産の取得に要する支出の額の最低額に達するまでの資金に限る｡ )

四　特定費用準備資金(積立限度額に達するまでの資金に限る｡ )

五　寄附その他これに類する行為によって受け入れた財産(当該財産を処分すること

によって取得した財産を含む｡次号において同じ｡ )であって､当該財産を交付し

た者の定めた使途に従って使用し､若しくは保有しているもの

六　寄附その他これに類する行為によって受け入れた財産であって､当該財産を交付

した者の定めた使途に充てるために保有している資金

4　前項第三号に掲げる財産については､第十八条第三項から第五項までの規定を準用
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する｡ (以下略)

(財産目録の区分)

認定規則第三十一条

3　財産目録の各項目については､当該項目の内容を示す適当な名称を付さなければな

らない｡この場合において､公益目的保有財産については第二十五条第-項の方法に

より表示しなければならない｡

9.認定法第5条第10号関係<理事と特別の関係がある者>

認定令第4条(認定法第5条第10号の理事と｢特別の関係がある者｣を

定めるもの)に掲げる者については､社会通念に照らして判断する｡

【参照条文】

認定法第五条

十　各理事について､当該理事及びその配偶者又は三親等内の親族(これらの者に準

ずるものとして当該理事と政令で定める特別の関係がある者を含む｡ )である理事

の合計数が理事の総数の三分の一を超えないものであること｡監事についても､同

様とする｡

(理事と特別の関係がある者)

認定令第四条　法第五条第十号の政令で定める理事と特別の関係がある者は､次に掲げ

る者とする｡

-　当該理事と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

二　当該理事の使用人

三　前二号に掲げる者以外の者であって､当該理事から受ける金銭その他の財産によ

って生計を維持しているもの

四　前二号に掲げる者の配偶者

五　第-号から第三号までに掲げる者の三親等内の親族であって､これらの者と坐計

を一にするもの

10.認定法第5条第11号関係<同一の団体の範囲>

認定法第5条第11号の｢他の同一の団体｣については､人格､組織､規

則などから同一性が認められる団体毎に判断する｡

【参照条文】

認定法第五条

十一　他の同一の団体(公益法人又はこれに準ずるものとして政令で定めるものを除
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く｡ )の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係にあるもの

として政令で定める者である理事の合計数が理事の総数の三分の一を超えないもの

であること｡監事についても､同様とする｡

ll.認定法第5条第12号関係<会計監査人の設置>

(1)認定法第5条第12号の適用を受けて会計監査人を置くものとされる法人

については､公益認定時に会計監査人が置かれていることが必要である｡

(2)一般社団t財団法人が一般社団･財団法人法第123条第2項に基づく最

初の計算書類を作成するまでの間に公益認定の申請を行う場合の認定令第
6条(会計監査人の設置に係る認定法第5条第12号の｢勘定の額｣及び｢基

準｣を定めるもの)の申請時の適用については､同条第1号､第2号の規

定は適用されない｡特例民法法人は､整備規則第11条第2項に規定する事

業年度に係る損益計算書(正味財産増減計算書)を認定規則第5条第2項

第3号の｢書類｣として添付するが､認定令第6条第1号､第2号につい

ては､同損益計算書上の対応する各勘定の額に基づいて適用する｡同条第

3号については､同じく整備規則第11条第2項に規定する事業年度に係る

認定規則第5条第2項第2号の貸借対照表の負債の部に計上した額の合計

額に基づき､適用する｡

【参照条文】

認定法第五条

十二　会計監査人を置いているものであること｡ただし､毎事業年度における当該法

人の収益の額､費用及び損失の額その他の政令で定める勘定の額がいずれも政令で

定める基準に達しない場合は､この限りでない｡

(会計監査人を置くことを要しない公益法人の基準)

認定令第六条　法第五条第十二号ただし書の政令で定める勘定の額は次の各号に掲げる

ものとし､同条第十二号ただし書の政令で定める基準は当該各号に掲げる勘定の額に

応じ当該各号に定める額とする｡
-　一般社団法人にあっては一般社団･財団法人法第二条第二号に規定する最終事業

年度､一般財団法人にあっては同条第三号に規定する最終事業年度に係る損益計算

書の収益の部に計上した額の合計額　千億円

二　前号の損益計算書の費用及び損失の部に計上した額の合計額　千億円

三　一般社団法人にあっては一般社団･財団法人法第二条第二号の貸借対照表､一般

財団法人にあっては同条第三号の貸借対照表の負債の部に計上した額の合計額　五

十億円
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12.認定法第5条第13号､第20条関係<役員等の報酬等の支給基準>

認定法第5条第13号の支給の基準を定めるべき｢報酬等｣は､法人の理

事､監事又は評議員としての職務遂行の対価に限られ､当該法人の使用人

として受ける財産上の利益は含まれない｡また､実費支給の交通費等は報

酬等に含まれず､使用人等と並んで等しく受ける当該法人の通常の福利厚

生も含まれない｡

【参照条文】

認定法第五条

十三　その理事､監事及び評議員に対する報酬等(報酬､賞与その他の職務遂行の対

価として受ける財産上の利益及び退職手当をいう｡以下同じ｡ )について､内閣府

令で定めるところにより､民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与､当該法人

の経理の状況その他の事情を考慮して､不当に高額なものとならないような支給の

基準を定めているものであること｡

13.認定法第5条第14号イ関係<社長の資格得喪に関する条件>

認定法第5条第14号イの｢社員の資格の得喪｣に関する定款の定めにお

いて｢不当な条件｣を付しているかどうかについては､社会通念にしたが

い判断する｡当該法人の目的､事業内容に照らして当該条件に合理的な関

連性及び必要性があれば､不当な条件には該当しない｡例えば､専門性の

高い事業活動を行っている法人において､その専門性の維持､向上を図る
ことが法人の目的に照らして必要であり､その必要性から合理的な範囲で

社員資格を一定の有資格者等に限定したり､理事会の承認等一定の手続き

的な要件を付したりすることは､不当な条件に該当しない｡

【参照条文】

認定法第五条

十四　一般社団法人にあっては､次のいずれにも該当するものであること｡

イ　社員の資格の得喪に関して､当該法人の目的に照らし､不当に差別的な取扱い

をする条件その他の不当な条件を付していないものであること｡

14.認定法第5条第15号関係<他の田休の意思決定に関与することができる

財産>

ある株式会社の議決権の過半数の株式を保有している場合には､例えば

無議決権株にするか議決権を含めて受託者に信託することにより､本基準

を満たすことが可能である｡
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【参照条文】

認定法第五条

十五　他の団体の意思決定に関与することができる株式その他の内閣府令で定める財

産を保有していないものであること｡ただし､当該財産の保有によって他の団体の

事業活動を実質的に支配するおそれがない場合として政令で定める場合は､この限

りでない｡

15.認定法第5条第16号関係<不可欠特定財産>

(1)認定法第5条第16号の｢公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産｣

(以下｢不可欠特定財産｣ )は､法人の目的､事業と密接不可分な関係にあ

り､当該法人が保有､使用することに意義がある特定の財産をさす｡例え

ば､一定の目的の下に収集､展示され､再収集が困難な美術館の美術品や､

歴史的文化的価値があり､再生不可能な建造物等が該当する｡当該事業に

係る不可欠特定財産がある場合には､全て申請時にその旨を定めておく必

要がある｡

(2)財団法人における不可欠特定財産に係る定款の定めは､基本財産として

の定め(一般社団･財団法人法第172条第2項)も兼ね備えるものとする｡
一般社団法人においては､基本財産に関する法令上の定めはないが､不可

欠特定財産がある場合には､計算書類上､基本財産として表示する0

(3)法人において不可欠特定財産と定めても､結果として公益目的事業に認

定されなかった事業の用に供されていたり､不可欠特定であるとは認めら

なかったりした場合には､当該財産は不可欠特定財産とはならない｡その

ため､公益認定の申請書においてどの事業の用に供するか明らかにする必

要がある｡

(4)財産目録には､基本財産かつ不可欠特定財産である旨､また公益認定前

に取得した財産については､その旨もあわせて記載する｡

(注)金融資産や通常の土地･建物は､処分又は他目的への利用の可能性などから必ず

しも上記のような不可欠特定という性質はないと考えられることから､法人におい

て基本財産として定めることは可能であるが､不可欠特定財産には該当しない｡

【参照条文】

認定法第五条

十六　公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産があるときは､その旨並びにそ
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の維持及び処分の制限について､必要な事項を定款で定めているものであること｡

16.認定法第5条第17号､第18号関係<財産の贈与､帰属先>

認定法第5条第17号の定款の定めは､申請時には､第17号に掲げる者

とのみ定めることで足る｡

【参照条文】

認定法第五条

十七　第二十九条第-項若しくは第二項の規定による公益認定の取消しの処分を受け

た場合又は合併により法人が消滅する場合(その権利義務を承継する法人が公益法

人であるときを除く｡ )において､公益目的取得財産残額(第三十条第二項に規定

する公益目的取得財産残額をいう｡ )があるときは､これに相当する額の財産を当

該公益認定の取消しの日又は当該合併の日から-箇月以内に類似の事業を目的とす

る他の公益法人若しくは次に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与する旨

を定款で定めているものであること｡

イ　私立学校法(昭和二十四年法律第二百七十号)第三条に規定する学校法人

口　社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)第二十二条に規定する社会福祉法

人

ハ　更生保護事業法(平成七年法律第八十六号)第二条第六項に規定する更生保護

法人

二　独立行政法人通則法(平成十一年法律第百三号)第二条第-項に規定する独立

行政法人

ホ　国立大学法人法(平成十五年法律第百十二号)第二条第-項に規定する国立大

学法人又は同条第三項に規定する大学共同利用機関法人

へ　地方独立行政法人法(平成十五年法律第百十八号)第二条第一項に規定する地

方独立行政法人

ト　その他イから-までに掲げる法人に準ずるものとして政令で定める法人

十八　清算をする場合において残余財産を類似の事業を目的とする他の公益法人若し

くは前号イからトまでに掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に帰属させる旨を

定款で定めているものであること｡

17.認定法第18条関係<公益目的事業財産>

(1)法人が受けた財産が､ ｢寄附を受けた財産｣ (認定法第18条第1号)､ ｢公

益目的事業に係る活動の対価として得た財産｣ (同第3号)のいずれに該

当するかについては､その名目を問わず､受け入れた法人における当該財

産の実質に応じて区分する｡
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(2)認定法第18条第1号､第2号括弧書きの｢公益目的事業以外のために使

用すべき旨を定めたもの｣については､法人が受けた財産の一部について

公益目的事業以外への使用が定められている場合も含まれる｡またこの定

めは､公益目的事業以外への使用が明らかであれば足り､使途が個別具体

的に定められている必要はないが､一部を公益目的事業以外のために使用

する旨を定める場合には､ ｢一部｣について具体性をもって定められる必

要がある｡

(3)認定規則第26条(認定法第18条第8号の財産を定めるもの)第1号の
｢徴収した経費｣については､その徴収に当たり公益日的事業以外のため

に使用すべき旨､定められているものの額に相当する財産は､公益目的事

業財産には含まれない｡また徴収に当たっての､例えば､ ｢法人の運営に

充てるため｣のような一般的な定めは､ ｢その徴収に当たり使途が定めら

れていないもの｣とする｡更に､上記(2)と同様､一部を公益目的事業以外

のために使用する旨を定める際には､ ｢〇割｣ ､ ｢〇分の1｣程度には､

その｢一部｣について具体性をもって定められる必要がある｡なお､経費

徴収の根拠は定款の定めに基づくことが必要であるが､具体的な使途につ

いては理事会決議に基づく内部規定に委任することが可能である｡この場

合､行政庁との関係においては､当該規定は定款の一部とみなし､提出(認

定法第7条第2項第1号) ､届出(認定法第13条第1項第3号)を行う｡

社団法人において､会員の中から選挙によって選ばれた者のみを社員とす

る場合の社員以外の会員が支払う会章は､社員から徴収する経費に準じて

公益目的事業財産の額を計算する｡返還を予定しない入会金についても同

様である｡

(4)公益目的事業のみを実施する法人は､寄附を受けた財産や公益目的事莱

に係る活動の対価として得た財産のうち､適正な範囲内の管理費相当額に

ついては､公益目的事業財産には含まれないものと整理することができる｡

(5)公益目的事業以外のために使用する寄附金､経費収入等については､受

け入れの際の指定された使途に応じ､管理業務に関する会計又は収益事業

等に関する会計の区分に直接収益計上する｡

【参照条文】

第二款　公益目的事業財産

認定法第十八条　公益法人は､次に掲げる財産(以下｢公益目的事業財産｣という｡ )

を公益目的事業を行うために使用し､又は処分しなければならない｡ただし､内閣府

令で定める正当な理由がある場合は､この限りでない｡
-　公益認定を受けた日以後に寄附を受けた財産(寄附をした者が公益目的事業以外
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のために使用すべき旨を定めたものを除く｡ )

二　公益認定を受けた日以後に交付を受けた補助金その他の財産(財産を交付した者

が公益目的事業以外のために使用すべき旨を定めたものを除く｡ )

三　公益認定を受けた日以後に行った公益目的事業に係る活動の対価として得た財産

八　前各号に掲げるもののほか､当該公益法人が公益目的事業を行うことにより取得

し､又は公益目的事業を行うために保有していると認められるものとして内閣府令

で定める財産

(公益日的事業を行うことにより取得し､又は公益目的事業を行うために保有してい

ると認められる財産)

認定規則第二十六条　法第十八条第八号の内閣府令で定める財産は､次に掲げる財産と

する｡

-　公益社団法人にあっては､公益認定を受けた日以後に徴収した経費(一般社団･

財団法人法第二十七条に規定する経費をいい､実質的に対価その他の事業に係る収

入等と認められるものを除く｡第四十八条第三項第一号ホにおいて同じ｡ )のうち､

その徴収に当たり使途が定められていないものの額に百分の五十を乗じて得た額又

はその徴収に当たり公益目的事業に使用すべき旨が定められているものの額に相当

する財産

18.認定法第19条関係<収益事業等の区分経理>

(1)認定法第19条の｢各収益事業等ごとに特別の会計として経理する｣際の

事業単位については､当該法人の収益事業等のうち､まず①収益事業と②
その他の事業(注)を区分し､次に必要に応じ､事業の内容､設備･人員､市

場等により､更に区分する｡ ①は関連する小規模事業又は付随的事業を含
めて｢00等事業｣とすることができる｡ ②については､一事業として取

り上げる程度の事業規模や継続性がないもの(雑収入･雑費程度の事業や

臨時収益･臨時費用に計上されるような事業)はまとめて｢その他事業｣
とすることができる｡

(注) ①の｢収益事業｣とは､一般的に利益を上げることを事業の性格とする事業であ

る｡ ②の｢その他の事業｣には､法人の構成員を対象として行う相互扶助等の事業

が含まれる｡例えば､構成員から共済掛金の支払を受け､共済事故の発生に関し､

共済金を交付する事業､構成員相互の親睦を深めたり､連絡や情報交換を行ったり

など構成員に共通する利益を図る事業などは②その他の事業である｡

(2)計算書類の作成について､ ①損益計算書(正味財産増減計算書)は､内

訳表において会計を公益目的事業に関する会計(公益目的事業会計)､収益

事業等に関する会計(収益事業等会計)及び管理業務やその他の法人全般
に係る事項(公益目的事業や収益事業等に属さない事項)に関する会計(法
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人会計)の3つに区分し､更に上記(1)の区分に応じて収益事業等ごとに表

示する｡内訳表においては公益目的事業も事業ごとに表示する｡認定法第
7条第2項第2号の｢収支予算書｣の作成も同様とする｡ ②貸借対照表は､

収益事業等から生じた収益のうち50%を超えて公益目的事業財産に繰り入

れる法人については､内訳表において会計を公益目的事業に関する会計(公

益目的事業会計) ､収益事業等に関する会計(収益事業等会計)及び管理業

務やその他の法人全般に係る事項(公益目的事業や収益事業等に属さない

事項)に関する会計(法人会計)の3つに区分して表示する｡

【参照条文】

(収益事業等の区分経理)

認定法第十九条　収益事業等に関する会計は､公益目的事業に関する会計から区分し､

各収益事業等ごとに特別の会計として経理しなければならない｡
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Ⅱ　整備法第119条に規定する公益目的支出計画等について

(一般社団法人･一般財団法人への移行関係)

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財

団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

(以下｢整備法｣ )及び同法施行規則(以下｢整備規則｣ )に基づく移行認可

の申請に関し､整備法第117条第2号に規定する移行認可の基準及び関連す

る規定のうち公益目的支出計画に関するものについての運用を明らかにし､

もって法の円滑な施行を図ることを目的としている｡

具体的案件における審査及び監督処分等については､法令に照らし､個々

の案件ごとに判断する｡なお､個別に説明を求めても､法人からの申請内容

が具体性を欠く場合には､内容が不明確であるために､結果として不認可と

なることがありうる｡

1.公益目的支出計画が｢適正｣であることについて(整備法第117条第2

号関係)

公益目的支出計画が｢適正｣であることについては､以下の事項を確認

する｡

(1)公益目的支出計画に記載された実施事業等(注)について､整備法第119

条第2項第1号の｢イ｣ ､ ｢口｣又は｢ハ｣に該当していること

(2)実施事業等を行うに当たり､特別の利益を与えないものであること

(3)実施事業を行うのに必要な技術的能力を有していること

(4)公益目的支出計画における公益目的財産額の算定などの計算が整備法

及び整備規則に則って行われていること

なお､公益目的支出計画に記載する実施事業等について､認可申請を行

う法人(以下｢法人｣ )は､公益目的支出計画に実施事業等ごとに記

載することを要し､それぞれについて内容､収益･費用に関する額等

について記載する｡収益事業や共益的事業など実施事業に該当しない

部分が含まれている場合にはこれを区分し､実施事業に該当する部分
について記述することを要する｡

(注)実施事業(注1)及び特定寄附(注2)をいう(以下同じ｡ ) 0

(注1)整備法第119条第2項第1号イ又はハに規定する事業をいう(以下同じ｡ ) 0

(注2)同号ロに規定する寄附をいう(以下同じ｡ ) 0

また､公益目的支出計画の実施期間については､社員等を含む法人の関

係者の意思を尊重することが適切であると考えられるため､法人において

定めた期間で認める｡
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ただし､明らかに法人の実施事業等の遂行能力と比較して､設定された

公益目的支出計画の実施期間が不相応に長期であると考えられる場合は是

正を求めることもあり得る｡

(1)公益目的支出計画に妃載された実施事業等について､整備法第119条第

2項第1号の｢イ｣ ､ ｢口｣又は｢ハ｣に該当していることについて

申請において､実施事業等については事業区分ごとに内容及び収益･費

用に関する額等が記載されており､整備法第119条第2項第1号｢イ｣､ ｢口｣

又は｢ハ｣に該当することを要する｡また､実施事業について定款に位置

づけられていることを要する｡

l　｢イ｣として記載した支出(事業)について

当該事業が公益目的事業であるかどうかは､公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律(以下｢認定法｣ )における公益目

的事業と同様に判断する｡

ii　｢口｣として記載した支出について

当該支出(特定寄附)の相手方が､認定法第5条第17号に掲げる

もののいずれかに該当することを確認する(同号の｢ト｣として同

法施行令第8条に該当する場合は､その条件を満たすものであるこ

とを確認する｡ ) 0

iii　｢ハ｣として記載した支出(事業)について

当該事業が､旧主務官庁の監督下において公益に関する事業と位

置づけられており､ ｢ハ｣に該当するかどうかについて､整備法第120

条第4項に基づき､行政庁は事業内容等必要な資料を添えて旧主務

官庁に対し意見聴取を行うものとし､原則として旧主務官庁の意見

を尊重する｡

ただし､旧主務官庁の意見において公益に関する事業であるとさ

れたものが､指導監督基準等において公益に関する事業としてはふ

さわしくないとされた事業に相当すると考えられる場合において

は､当該旧主務官庁の意見にかかわらず､実施事業と認めないこと

もありうる｡この場合には､整備法第120条第5項に基づき行政庁

が当該旧主務官庁に通知する文書に､その旨及び理由を記載する｡

なお､移行後において実施事業として｢ハ｣の事業を新たに追加す

ることはできない｡

(2)実施事業等を行うに当たり､特別の利益を与えないものであることにつ

いて
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実施事業等を行うに当たり｢特別の利益｣ (認定法と同様の考え方とす

る｡ )を与えることとなる事業又は寄附は､実施事業等とは認められない｡

(Ⅰ-3 ｢認定法第5条第3号､第4号関係<特別の利益>｣ (3頁)参

照)

(3)実施事業を行うのに必要な技術的能力を有していることについて

実施事業を行うために必要な許認可等の有無を確認するほか､当該実施

事業に必要な｢技術的能力｣ (認定法と同様の考え方とする｡ )を法人が有

しない場合は､その事業は実施事業とは認められない｡

(Ⅰ-2の｢《技術的能力》｣ (2頁)参照)

(4)公益目的支出計画における公益目的財産額の算定などの計算が整備法

及び整備規則に則って行われていることについて

①　公益目的財産額の算定方法について(整備法第119条第1項関係)

(資産の評価について)

公益目的財産額の算定に必要な資産の評価に当たっては､過大な費

用をかけることは適当でないと考えられるため､以下のとおりとする｡

l　土地の評価方法について

例えば､固定資産税評価額や不動産鑑定士が鑑定した価額などが

考えられる｡

法人の保有する資産であって､移行後において当該法人が長期に

わたり継続的に事業を行う場合にそれらの事業に継続して使用する
ことが確実な資産(建物等の減価償却資産を含む｡ )については､当

該資産が継続して使用されることを前提に算定した額を評価額とす

ることができる｡

なお､土地及び建物を-体として評価する場合であっても､土地

に係る算定額と建物に係る算定額を区分することが可能な場合は､

それらを区分して申請することができる｡

ii　減価償却資産の評価方法について

建物等の減価償却資産については､時価評価資産に含めないもの

とする｡ただし､不動産鑑定士による鑑定評価を妨げない｡

iii　有価証券の評価方法について

上場されていることにより市場価格が容易に把握できる場合は､

市場価格を用いた時価評価を行うものとする｡市場性がない場合で

あっても評価を行うことが可能な場合は時価評価とする｡
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なお､市場性がなく評価が困難な場合は当該有価証券の取得価痩

又は帳簿価額とする｡

hl　美術品等その他の資産の評価方法について

法人において移行後も引き続き実施事業に使用するものは､時価

評価が可能であっても帳簿価額とすることを認める｡

継続的に実施事業に使用する予定がないもの､売却の予定がある

ものについては､時価評価を行う｡ただし､帳簿価額と時価との差

額が著しく多額でないと法人において判断する場合や時価評価を行

うことが困難な場合は､帳簿価額とすることを認める｡

(引当金等について)

負債(資産の控除を含む｡)として計上されている引当金(引当金

に準ずるものを含む｡)については､公益目的財産額の算定から控除

する｡

また､会費等の積み立てによる準備金等(法令等により将来の支

出又は不慮の支出に備えて設定することが要請されているもの)に
ついては､負債として計上されていない場合であっても､法人にお

いて合理的な算定根拠を示すことが可能である場合には､引当金と

同様に公益目的財産額の算定から除くことができる｡

※　退職給付会計の導入に伴う会計基準変更時差異(,!t)の扱いについて

費用処理期間を定めて当該期間にわたり費用処理を行っている法

人にあっては､当該未処理額についても公益目的財産額の算定から

控除することができる(この場合､未処理額の算定根拠などの資料

の提出を求める｡ ) 0

なお､公益目的財産額の算定時に控除した未処理額について､移

行後の各事業年度における費用処理の額は公益目的支出の鏡に算入

しない｡

(注)会計基準変更時において本来計上すべき引当金額の満額と実際に計上してい

る引当金の差額をいう｡

会計基準変更時差異は､平成18年4月1日以降15年以内の一定の年数にわ

たり定額法により費用処理をすることとなる｡

②　実施事業等に係る収入と支出について(整備法第119条第2項第1

号､ 2号関係)

i　公益目的支出の額について

整備規則第16条に規定する｢公益目的支出の額｣のうち､同条第
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1号の｢実施事業に係る事業費｣とは､実施事業の目的のために要

する糞用とする｡

また､事業責に含むことができるものの取扱いについては､認定

法と同様の考え方とする｡ (I-7の｢(1)事業費と管理費｣ (8頁)

参照)

実施事業資産についても､当該実施事業資産を複数の用途に供し

ている場合には､認定法と同様の考え方とし､当該用途に応じて区

分するものとする｡ ( ｢Ⅰ-8の｢(1)公益目的保有財産｣ (14頁)

参照)

同条第2号の｢当該事業年度において支出をした特定寄附の額｣

について､整備規則第14条第1項第1号に規定する時価評価資産を

寄附した場合には､当該資産の算定日(移行の登記の前日)におけ

る時価をもって特定寄附の額とする｡

ii　実施事業収入の額について

整備規則第17条第1項に規定する｢実施事業収入の額｣のうち同

項第1号の｢実施事業に係る収益｣とは､原則として次のとおりと

する｡
-　実施事業の実施に係る対価としての収益(入場料､手数料等)

二　使途が実施事業に特定されている収益

三　法人においてルールを設定し､実施事業収入と定めた収益

また､同項第2号の｢実施事業資産から生じた収益｣とは､例え

ば実施事業資産の売却益などが該当する｡

なお､使途が実施事業に特定されている積立金(基金)の運用益

について､実施事業の財源を実施事業に係る収益又は実施事業資産

から生じた収益とした場合には公益目的支出計画が終了しないと予

想される場合には､実施事業に係る収益又は実施事業資産から生じ

た収益としないことができる｡

このほか､使途の制約の解除､減価償却の実施及び災害等による

消滅により､使途が実施事業に特定されている指定正味財産を費消

した場合には､その章消した指定正味財産額が実施事業の費用に計

上される一方で､その費消した指定正味財産を一般正味財産へ振り

替えることに伴って費用と同額が実施事業の収益に計上されること

により､公益目的財産額が減少しないという現象を避けるため､使

途が実施事業に特定されている指定正味財産(移行の登記をした日

の前日までに受け入れたものに限る｡ )について､使途の制約の解

除､減価償却の実施及び災害等による消滅により､当該指定正味財

産を一般正味財産へ振り替えることに伴って生じる収益については､
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実施事業に係る収益又は実施事業資産から生じた収益としないこと

ができる｡

※　法人が公益目的支出計画に記載する｢実施事業等｣については､支出の総額が収

入の総額を上回ることを要する｡

なお､複数の実施事業等を盛り込む場合であり､それらの実施事業のうちいくつ

かの実施事業については､支出板が収入額を上回らないものであっても上記を満た

す限り可能とする｡

※　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律施行規則の一部

を改正する内閣府令(平成25年内閣府令第1号｡以下｢改正規則｣という｡ )の施

行(施行期日:平成25年1月23日)前に移行登記をした法人については､改正規則

附則第2項に規定する経過措置を適用することにより､過年度において収益として

計上されていた指定正味財産から一般正味財産への振替額の合計額(以下｢過年度

分｣という｡ )を公益目的財産残額から控除することができる｡具体的には､改正

前の規定に基づき算出した公益目的収支差額と､改正後の規定に基づき算出した公

益目的収支差額とを比較し､前者より後者の方が大きい場合は､その差額分につい

て､改正規則の施行日以降､最初に到来する事業年度､その翌事業年度又はその翌々

事業年度に係る公益目的支出計画実施報告書別紙2中｢当該事業年度の公益目的支

出の額｣に加算することにより過年度分を公益目的財産残額から控除することがで

きる｡

2.公益目的支出計画を確実に実施すると見込まれることについて(整備法

第117条第2号関係)

法人が｢公益目的支出計画を確実に実施すると見込まれること｣とは､

実施事業等以外の事業及び管理運営を含む法人活動全般について､その財

務的な影響により実施事業等のための資金が不足するなど公益目的支出計

画の安定的な実施が妨げられることがないと見込まれることとする0

申請時には､法人全体の直近1年間の事業計画書及び公益目的支出計画

実施期間における当該法人全体の収支の見込みを記載した書類により確認

する｡収支の見込みには､多額の借入れや施設の更新､高額財産の取得･処

分など法人全体の財務に大きな影響を与える活動についても含むこととし､

計画があれば当該申請書類に記載する｡

なお､申請時には､公益目的支出計画に記載する事業以外の事業につい

て､申請をする法人の全体の事業のうち主な事業について記載することとす

る｡

これらの見通しから｢確実に実施すると見込まれるもの｣と認めないこと

もありうる｡
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移行後においては､多額の借入れ等や資産運用方針の大幅な変更などを

行うことにより申請時の収支の見込みが変更される場合には､事前に行政庁

に届け出ることを求める｡

なお､これらの活動により公益目的支出計画が当初の実施期間内に完了

しないこととなる場合には､あらかじめ整備法第125条第1項に規定する

公益目的支出計画の変更認可を受けなければならない｡

3.公益目的財産額の確定について(整備規則第33条関係)

算定日(移行の登記の前日)の公益目的財産額の確定(確定時)におけ

る時価評価資産の評価に関し､法人が移行認可の申請時の公益目的財産額

の算定(申請時)の際に､不動産鑑定士が鑑定した価額等を用いていた場

合は､これらの評価額を確定時の算定における資産の評価額とすることが

できる｡

また､申請時の算定と確定時の算定の公益目的財産額が異なる場合は､

公益目的財産額と併せて公益目的支出計画の実施期間を確定する｡

なお､ここでいう公益目的支出計画の実施期間の確定は､整備法第125

条第1項の公益目的支出計画の変更には該当しない｡

4.移行法人の計算書類について(整備規則第42条関係)

移行法人が行政庁に提出する計算書類の作成について､損益計算書(正

味財産増減計算書)は､内訳表において実施事業等に関する会計(実施事

業等会計)を他と区分し､更に実施事業等ごとに表示する｡整備規則第31

条第5号の｢収支予算書｣の作成も同様とする｡

【参照条文】

○　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律(平成十八年法律第

五十号)

(認可の基準)

第百十七条　行政庁は､第四十五条の認可の申請をした特例民法法人(以下この款にお

いて｢認可申請法人｣という｡ )が次に掲げる基準に適合すると認めるときは､当該

認可申請法人について同条の認可をするものとする｡
-　第百二十条第二項第二号の定款の変更の案の内容が一般社団･財団法人法及びこ

れに基づく命令の規定に適合するものであること｡

二　第百十九条第-項に規定する公益目的財産額が内閣府令で定める額を超える認可

申請法人にあっては､同項に規定する公益目的支出計画が適正であり､かつ､当該

認可申請法人が当該公益目的支出計画を確実に実施すると見込まれるものであるこ

と｡
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(公益目的支出計画の作成)

第百十九条　第四十五条の認可を受けようとする特例民法法人は､当該認可を受けたと

きに解散するものとした場合において旧民法第七十二条の規定によれば当該特例民法

法人の目的に類似する目的のために処分し､又は国庫に帰属すべきものとされる残余

財産の額に相当するものとして当該特例民法法人の貸借対照表上の純資産額を基礎と

して内閣府令で定めるところにより算定した額が内閣府令で定める額を超える場合に

は､内閣府令で定めるところにより､当該算定した額(以下この款において｢公益目的

財産額｣という｡ )に相当する金額を公益の目的のために支出することにより零とする

ための計画(以下この款において｢公益目的支出計画｣という｡ )を作成しなければ

ならない｡

2　公益目的支出計画においては､次に掲げる事項を定めなければならない｡

｢公益の目的のための次に掲げる支出
イ　公益目的事業のための支出

口　公益法人認定法第五条第十七号に規定する者に対する寄附

ハ　第四十五条の認可を受けた後も継続して行う不特定かつ多数の者の利益の増進

に寄与する目的に関する事業のための支出(イに掲げるものを除く｡ )その他の

内閣府令で定める支出

二　公益目的財産額に相当する金額から前号の支出の額(当該支出をした事業に係る

収入があるときは､内閣府令で定めるところにより､これを控除した額に限る｡ )

を控除して得た額(以下この款において｢公益目的財産残額｣という｡ )が零とな

るまでの各事業年度ごとの同号の支出に関する計画

三　前号に掲げるもののほか､第一号の支出を確保するために必要な事項として内閣

府令で定める事項

(認可の申請手続等)

第百二十条

4　行政庁は､認可申請法人が作成した公益目的支出計画が第百十七条第二号に掲げる

基準に適合するかどうかを判断するために必要な場合には､当該認可申請法人の事業

活動の内容について､旧主務官庁の意見を聴くものとする｡

5　行政庁は､第-項の申請書の提出を受け､又は第四十五条の認可をし､若しくはし

ない処分をしたときは､直ちに､その旨を旧主務官庁に通知しなければならない｡

(公益目的支出計画の実施が完了したことの確認)

第百二十四条　移行法人は､第百十九条第二項第-号の支出により公益目的財産残額が

零となったときは､内閣府令で定めるところにより､認可行政庁に公益目的支出計画

の実施が完了したことの確認を求めることができる｡

(公益目的支出計画の変更の認可等)
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第百二十五条　移行法人は､公益目的支出計画の変更(内閣府令で定める軽微な変更を

除く｡ )をしようとするときは､内閣府令で定めるところにより､認可行政庁の認可

を受けなければならない｡

(合併をした場合の届出等)

第百二十六条　移行法人が合併をした場合には､合併後存続する法人(公益法人を除く｡

以下この項､次項及び第四項において同じ｡ )又は合併により設立する法人(公益法

人を除く｡次項から第四項までにおいて同じ｡ )は､内閣府令で定めるところにより､

次の各号に掲げる合併の場合の区分に応じ､当該各号に定める認可行政庁に合併をし

た旨を届け出なければならない｡
一　移行法人が吸収合併をした場合であって合併後存続する法人が移行法人であると

き　当該移行法人に係る認可行政庁及び合併により消滅する移行法人がある場合に

あっては､当該移行法人に係る認可行政庁

二　移行法人が吸収合併をした場合であって合併後存続する法人が移行法人以外の法

人であるとき　合併により消滅する移行法人に係る認可行政庁

三　移行法人が新設合併をした場合　合併により消滅する移行法人に係る認可行政庁

2　前項の規定による届出には､次に掲げる書類を添付しなければならない｡

-　合併後存続する法人又は合併により設立する法人の定款

二　合併をする移行法人の最終事業年度(一般社団法人である移行法人にあっては一

般社団･財団法人法第二条第二号に規定する最終事業年度をいい､一般財団法人で

ある移行法人にあっては同条第三号に規定する最終事業年度をいう｡次号において

同じ｡ )に係る貸借対照表その他の財務内容を示す書類として内閣府令で定めるも

の

三　合併をする移行法人の最終事業年度に係る次条第一項に規定する公益目的支出計

画実施報告書

四　前三号に掲げるもののほか､内閣府令で定める書類

3　第一項第二号又は第三号に掲げる場合における同項の規定による届出をした一般社

団法人又は一般財団法人は､同項第二号に掲げる場合にあっては当該吸収合併がその

効力を生ずる日以後､同項第三号に掲げる場合にあっては合併により設立する法人の

成立の日以後､同項第二号又は第三号に定める認可行政庁(認可行政庁が二以上ある

ときは､これらの認可行政庁が内閣府令で定めるところにより協議して定める-の認可

行政庁)を認可行政庁とする移行法人とみなして､第百二十三条から第百三十条まで

及び第百三十二条の規定を適用する｡

4　移行法人が合併をした場合における合併後存続する法人又は合併により設立する法

人についての公益目的財産額は､合併をする移行法人の公益目的財産額の合計額とす

る｡

5　次の各号に掲げる場合にあっては､合併により消滅する移行法人は､当該各号に定

める日において第百二十四条の確認を受けたものとみなす｡
一　移行法人が吸収合併をした場合であって合併後存続する法人が公益法人であると
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き　当該吸収合併がその効力を生ずる日

二　移行法人が新設合併をした場合であって合併により設立する法人が公益法人であ

るとき　当該新設合併により設立する法人の成立の日

6　前項の場合には､合併後存続する公益法人又は合併により設立する公益法人は､遅

滞なく､内閣府令で定めるところにより､当該合併により消滅した移行法人が第百二

十四条の確認を受けたものとみなされた旨を当該移行法人に係る従前の認可行政庁に

届け出なければならない｡

(移行法人の清算時の残余財産の帰属の制限)

第百三十条　移行法人が清算をする場合において､公益目的財産残額があるときは､当

該移行法人の残余財産のうち当該公益目的財産残額に相当する額の財産(当該残余財

産の額が当該公益目的財産残額を下回っているときは､当該残余財産)については､
一般社団･財団法人法第二百三十九条の規定にかかわらず､内閣府令で定めるところ

により､認可行政庁の承認を受けて､公益法人認定法第五条第十七号に規定する者に

帰属させなければならない｡

○　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律施行規則(平成十九

年内閣府令第六十九号)

(公益目的財産額)

第十四条　整備法第百十九条第一項に規定する公益目的財産額は､第二条第-項ただし

書の事業年度(事業年度に関する規定を定める他の法律の規定により移行の登記をし

た目の属する事業年度の開始の日から移行の登記をした日までの期間が当該法人の事

業年度とみなされる場合にあっては､当該期間)の末日(以下｢算定日｣という｡ )

における貸借対照表の純資産の部に計上すべき額に第一号に掲げる額を加算し､第二

号､第三号及び第四号に掲げる額を減算して得た額とする｡
-　特例民法法人が算定日において次に掲げる資産(以下｢時価評価資産｣という｡ )

を有する場合の当該時価評価資産の算定日における時価が算定日における帳簿価額

を超える場合のその超える部分の額

イ　土地又は土地の上に存する権利

口　有価証券

ハ　書画､骨とう､生物その他の資産のうち算定日における帳簿価額と時価との差

額が著しく多額である資産

二　特例民法法人が算定日において時価評価資産を有する場合の当該時価評価資産の

算定日における帳簿価額が算定日における時価を超える場合のその超える部分の額

三　基金の額

四　前号に掲げるもののほか､貸借対照表の純資産の部に計上すべきもののうち支出

又は保全が義務付けられていると認められるものの額

2　前項の規定により貸借対照表の純資産の部に加算され､又は減算された時価評価資
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産については､この章の規定の適用に当たっては､当該時価評価資産の帳簿価額は､

当該加算された額が増額され､又は当該減算された額が減額されたものとみなす｡

(整備法第百十九条第二項第一号の支出の額)

第十六条　移行法人の各事業年度の整備法第百十九条第二項第-号の支出の額(以下｢公

益目的支出の額｣という｡ )は､この府令に別段の定めのあるものを除き､次に掲げ

る額の合計額とする｡
-　当該事業年度の損益計算書に計上すべき当該移行法人が整備法第四十五条の認可

を受けた公益目的支出計画(整備法第百二十五条第-項の変更の認可を受けたとき

は､その変更後の公益目的支出計画)に記載した整備法第百十九条第二項第-号イ

又はハに規定する事業(以下｢実施事業｣という｡ )に係る事業費の額

二　当該事業年度において支出をした整備法第百十九条第二項第一号ロに規定する寄

附(以下｢特定寄附｣という｡ )の額(当該支出に付随して発生した費用の額を含

む｡ )

三　前二号に掲げるもののほか､当該事業年度の損益計算書に計上すべき実施事業に

係る経常外費用の額

(整備法第百十九条第二項第-号の支出をした事業に係る収入の額)

第十七条　移行法人の各事業年度の整備法第百十九条第二項第二号の規定により公益目

的支出の額から控除すべき実施事業に係る収入の額(以下｢実施事業収入の額｣とい

う｡ )は､この府令に別段の定めのあるものを除き､次に掲げる額の合計額とする｡

ただし､実施事業に係る金融資産から生じた収益の額又は指定正味財産(移行の登記

をした日の前日までに受け入れたものに限る｡ )から一般正味財産に振り替えること

によって生じた収益の額のうち行政庁が適当と認めるものについては､実施事業収入

の額としないことができる｡

-　当該事業年度の損益計算書に計上すべき実施事業に係る収益の額

二　当該事業年度の損益計算書に計上すべき実施事業に係る資産(以下｢実施事業資

産｣という｡ )から生じた収益の額

2　前項各号の収益の額の算定に当たっては､当該収益の発生に伴って受け入れる資産

が金銭以外のものである場合には､当該資産の額は､受け入れた時における時価によ

るものとする｡

(実施事業資産の評価損益)

第十八条　移行法人がその有する実施事業資産の評価換えをして､その帳簿価額を減額

し､又は増額した場合には､その減額し､又は増額した部分の額は､その移行法人の

各事業年度の公益目的支出の額又は実施事業収入の額に算入しない0

2　前項の場合において､同項に規定する実施事業資産の評価換えにより減額され､又

は増額された額を公益目的支出の額又は実施事業収入の額に算入されなかった実施事

業資産の帳簿価額は､その評価換えをした日の属する事業年度以後の各事業年度の公
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益目的支出の額又は実施事業収入の額の計算上､その減額又は増額がされなかったも

のとみなす｡

(整備法第四十五条の認可の申請の添付書類)

第三十一条　整備法第百二十条第二項第六号の内閣府令で定める書類は､次に掲げる書

類とする｡

五　事業計画書及び収支予算書

六　整備法第百二十四条の確認を受けるまでの間の収支の見込みを記載した書類

第三十三条　第二十九条第-号の額が第二十四条に規定する額を超える特例民法法人が

移行の登記をしたときは､当該移行の登記をした日から起算して三箇月以内に､次に

掲げる書類を行政庁に提出しなければならない｡
-　第十四条に規定する公益目的財産額及び第二十九条の規定の例によりその計算を

記載した書類

二　算定日における貸借対照表及びその附属明細書

3　行政庁は､第一項第-号の公益目的財産額に誤りがないと認めるときは､当該額を

当該移行法人の公益目的財産額とする旨を当該移行法人に通知するものとする｡

4　前項の場合において､第-項第一号の公益目的財産額が第二十四条に規定する額以

下であるときにあっては､行政庁は､当該移行法人について整備法第百二十三条第-

項の規定の適用がない旨を併せて通知するものとする｡

(移行法人の計算書類)

第四十二条　整備法第百二十七条第三項の規定により提出する貸借対照表は､実施事業

資産を区分して明らかにしなければならない｡

2　整備法第百二十七条第三項の規定により提出する損益計算書は､次に掲げる区分を

設けて表示するとともに､各区分において実施事業等に係る額を明らかにしなければ

ならない｡この場合において､各区分は､適当な項目に細分することができる｡

経常収益

事業費

管理費

経常外収益

経常外費用

附　則(平成二五年一月二三日内閣府令第一号)

(施行期日)

1　この府令は､公布の日から施行する｡

(経過措置)

2　この府令の施行前に一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人

及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律
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第百二十一条第一項において読み替えて準用する同法第百六条第-項の登記をした移

行法人の最終事業年度(一般社団法人である移行法人にあっては一般社団法人及び一

般財団法人に関する法律(平成十八年法律第四十八号)第二条第二号に規定する最終

事業年度をいい､一般財団法人である移行法人にあっては同条第三号に規定する最終

事業年度をいう｡ )に係る公益目的収支差額について､この府令による改正後の規則

の規定に基づき算定した額がこの府令による改正前の規則の規定に基づき算定した額

を上回るときは､当該上回る額については､当該最終事業年度の公益目的支出の額に

加算することができる｡

3　前項の規定による措置は､この府令の施行後三年以内に終了する事業年度に係る公

益目的収支差額に限り､行うことができる｡

○　公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律(平成十八年法律第四十九号)

(公益認定の基準)

第五条

二　公益目的事業を行うのに必要な経理的基礎及び技術的能力を有するものであるこ

と｡

三　その事業を行うに当たり､社員､評議員､理事､監事､使用人その他の政令で定

める当該法人の関係者に対し特別の利益を与えないものであること｡

四　その事業を行うに当たり､株式会社その他の営利事業を営む者又は特定の個人若

しくは団体の利益を図る活動を行うものとして政令で定める者に対し､寄附その他

の特別の利益を与える行為を行わないものであること｡ただし､公益法人に対し､

当該公益法人が行う公益目的事業のために寄附その他の特別の利益を与える行為を

行う場合は､この限りでない｡

十七　第二十九条第-項若しくは第二項の規定による公益認定の取消しの処分を受け

た場合又は合併により法人が消滅する場合(その権利義務を承継する法人が公益法

人であるときを除く｡ )において､公益目的取得財産残額(第三十条第二項に規定

する公益目的取得財産残額をいう｡ )があるときは､これに相当する額の財産を当

該公益認定の取消しの日又は当該合併の日から-箇月以内に類似の事業を目的とす

る他の公益法人若しくは次に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与する旨

を定款で定めているものであること｡

イ　私立学校法(昭和二十四年法律第二百七十号)第三条に規定する学校法人

口　社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)第二十二条に規定する社会福祉法

人

ハ　更生保護事業法(平成七年法律第八十六号)第二条第六項に規定する更生保護

法人

二　独立行政法人通則法(平成十一年法律第百三号)第二条第-項に規定する独立

行政法人

ホ　国立大学法人法(平成十五年法律第百十二号)第二条第一項に規定する国立大

学法人又は同条第三項に規定する大学共同利用機関法人
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-　地方独立行政法人法(平成十五年法律第百十八号)第二条第-項に規定する地

方独立行政法人

ト　その他イから-までに掲げる法人に準ずるものとして政令で定める法人

○　公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行令(平成十九年政令第二

百七十六号)

(公益目的取得財産残額に相当する額の財産の贈与を受けることができる法人)

第八条　法第五条第十七号トの政令で定める法人は､次に掲げる法人とする｡
-　特殊法人(株式会社であるものを除く｡ )

二　前号に掲げる法人以外の法人のうち､次のいずれにも該当するもの

イ　法令の規定により､当該法人の主たる目的が､学術､技芸､慈善､祭紀､宗教

その他の公益に関する事業を行うものであることが定められていること｡

ロ　法令又は定款その他の基本約款(ホにおいて｢法令等｣という｡ )の規定によ

り､各役員について､当該役員及びその配偶者又は三親等内の親族である役員の

合計数が役員の総数の三分の一を超えないことが定められていること｡

ハ　社員その他の構成員に剰余金の分配を受ける権利を与えることができないもの

であること｡

ニ　社員その他の構成員又は役員及びこれらの者の配偶者又は三親等内の親族に対

して特別の利益を与えないものであること｡

ホ　法令等の規定により､残余財産を当該法人の目的に類似する目的のために処分

し､又は国若しくは地方公共団体に帰属させることが定められていること｡
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公益目的事業のチェックポイントについて

〔構成〕

第1　公益目的事業のチェックポイントの性格

第2　｢不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの｣の事実認定に

当たっての留意点

1.事業区分ごとの公益目的事業のチェックポイント

(1)検査検定､ (2)資格付与､ (3)講座､セミナー､育成､ (4)体験活動

等､ (5)相談､助言､ (6)調査､資料収集､ (7)技術開発､研究開発､ (8)

キャンペーン､ 00月間､ (9)展示会､ ○○ショー､ (10)博物館等の展

示､ (ll)施設の貸与､ (12)資金貸付､債務保証等､ (13)助成(応募型) ､

(14)表彰､コンクール､ (15)競技会､ (16)自主公演､ (17)主催公演

2.上記の事業区分に該当しない事業についてチェックすべき点

【補足】横断的注記

第1　公益目的事業のチェックポイントの性格

認定法第2条第4号に定める公益目的事業の定義は､

A (学術､技芸､慈善その他の公益に関する別表各号に掲げる種類の事業)

であって､

B (不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの)

という構成をとっており､公益目的事業か否かについては､ AであってB

となっているかを判断することとなる(別紙) 0

このうちAの部分については認定法の別表各号で明示しているため､ B

の部分､すなわち｢不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの｣と

いう事実があるかどうかを認定するに当たっての留意点として､第2の1.

に公益目的事業のチェックポイントを掲げる｡

なお､法人の行う事業が公益目的事業か否かについては､認定法第5条

各号の基準への適合性を審査するに際して､有識者で構成される公益認定

等委員会(都道府県にあっては､当該都道府県に置かれた合議制の機関)

において判断することとなる｡本チェックポイントは､これに適合しなけ

れば直ちに公益目的事業としないというような基準ではなく､上記Bの事

実認定に当たっての留意点であり､公益目的事業か否かについては本チェ

ックポイントに沿っているかを勘案して判断することとなる｡

また､本チェックポイントは､事業が不特定かつ多数の者の利益の増進

に寄与するものであることを説明するために､法人がどのような点につい
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て明らかにすればよいかを示す意義もある｡

第2　｢不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの｣の事実認定に当

たっての留意点

1.事業区分ごとの公益目的事業のチェックポイント

以下､事業の特性に応じた(1)～(17)の事業区分ごとに､公益目的事業の

チェックポイントを掲げる｡

なお､ (1)～(17)は法人の行う多種多様な事業の中から典型的な事業に

ついて整理したものであり､各事業区分について､事業報告書等に記載さ

れている事業名を別添に付す｡

また､これ以外の事業は公益目的事業ではないということではなく､こ

れ以外の事業についてのチェックすべき点については､ ｢2.上記の事業区

分に該当しない事業についてチェックすべき点｣に掲げる｡

(1)検査検定

ここでいう｢検査検定｣は､申請に応じて､主として製品等の安全性､

性能等について､一定の基準に適合しているかの検査を行い､当該基準に

適合していれば当該製品の安全性等を認証する事業のことである｡

法人の事業名としては､検査､検定､認証等としている｡

公益目的事業としての｢検査検定｣は､製品等の安全性､性能等につい

て適切に確認することを趣旨としている必要がある｡また､審査の質が低

いと却って不特定多数の者の利益を害しかねない｡

したがって､審査の公正性や質が確保されているかに着目して事実認定

するのが有効であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

(彰　当該検査検定が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを主たる

目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　当該検査検定の基準を公開しているか｡

③　当該検査検定の機会が､一般に開かれているか｡

④　検査検定の審査に当たって公正性を確保する仕組みが存在しているか｡

(例:個別審査に当たって申請者と直接の利害関係を有する者の排除､

検定はデータなど客観的方法による決定)

⑤　検査検定に携わる人員や検査機器についての必要な能力の水準を設定

し､その水準に適合していることを確認しているか｡ (例:検査機器の定
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期的点検と性能向上/能力評価の実施/法令等により求められる能力に
ついて許認可を受けている)

(2)資格付与

ここでいう｢資格付与｣は､申請者の技能･技術等について､一定の水

準に達しているかの試験を行い､達していれば申請者に対して資格を付与

する事業のことである｡

法人の事業名としては､技能検定､資格認定等としている｡文化及び芸

術の振興に係るものについては､ ｢(3)講座､セミナ-､育成｣を適用する｡

公益目的事業としての｢資格付与｣は､技能･技術等について､一定の

水準に達しているかについて適切に確認することを趣旨としている必要が

ある｡

したがって､審査の公正性や質が確保されているかに着目して事実認定

するのが有効であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該資格付与が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを主たる

目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　当該資格付与の基準を公開しているか｡

③　当該資格付与の機会が､一般に開かれているか｡

(注)ただし､高度な技能･技術等についての資格付与の場合､質を確保するため､

レベル･性格等に応じた合理的な参加の要件を定めることは可｡

④　資格付与の審査に当たって公正性を確保する仕組みが存在しているか｡

(例:個別審査に当たって申請者と直接の利害関係を有する者の排除)

⑤　資格付与の審査に当たって専門家が適切に関与しているか｡

(3)講座､セミナー､育成

ここでいう｢講座､セミナー､育成｣は､受講者を募り､専門的知識･

技能等の普及や人材の育成を行う事業のことである｡

法人の事業名としては､講座､講習､セミナー､育成等としている｡防

災研修など社会的な課題への対処､文化､芸術等の振興を目的とした専門

的知識･技能の講座等があげられる｡

公益目的事業としての｢講座､セミナー､育成｣は､専門的知識･技能

等の普及や人材の育成を行うことを趣旨としている必要がある｡

したがって､その事業内容につき一定の質が確保されているか等に着目
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して事実認定するのが有効であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該講座､セミナー､育成(以下｢講座等｣ )が不特定多数の者の利益

の増進に寄与することを主たる目的として位置付け､適当な方法で明ら

かにしているか｡

②　当該講座等を受講する機会が､一般に開かれているか｡

(注)ただし､高度な専門的知識･技能等を育成するような講座等の場合､質を確保

するため､レベル･性格等に応じた合理的な参加の要件を定めることは可｡

③　当該講座等及び専門的知識･技能等の確認行為(受講者が一定のレベ

ルに達したかについて必要に応じて行う行為)に当たって､専門家が適

切に関与しているか｡

(注)専門的知識の普及を行うためのセミナー､シンポジウムの場合には､確認行為

については問わない｡

④　講師等に対して過大な報酬が支払われることになっていないか｡

(4)体験活動等

ここでいう｢体験活動等｣は､公益目的のテーマを定め､比較的短期間

の体験を通じて啓発､知識の普及等を行う事業のことである｡

法人の事業名としては､ ○○体験､ 00教室等としている｡

公益目的事業としての｢体験活動等｣は､公益目的として設定されたテ
ーマについて体験を通じた啓発･普及活動を趣旨としている必要がある｡

したがって､本来の公益目的と異なり､業界団体の販売促進や共同宣伝

になっていないか等に着目して事実認定するのが有効であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該体験活動等が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを主た

る目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　公益目的として設定されたテーマを実現するためのプログラムになっ
ているか. (例:テーマで張っている公益目的と異なり､業界団体の販売

促進や共同宣伝になっていないか)

③　体験活動に専門家が適切に関与しているか｡

(5)相談､助言

ここでいう｢相談､助言｣は､相談に応じて､助言や斡旋その他の支援

を行う事業のことである｡
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法人の事業名としては､相談､助言､苦情処理等としている｡支援を行

うに当たっては専門家を派遣することもある｡

公益目的事業としての｢相談､助言｣は､問題を抱える者に対して適切

に助言等の支援を行うことを趣旨としている必要がある｡

したがって､助言の質の確保に着目して事実認定するのが有効であると

考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該相談､助言が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを主た

る目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　当該相談､助言を利用できる機会が一般に開かれているか｡

③　当該相談､助言l_二は専門家が適切に関与しているか｡ (例=助言者の資

格要件を定めて公開している)

(6)調査､資料収集

ここでいう｢調査､資料収集｣は､あるテーマを定めて､法人内外の資

源を活用して､意識や実態等についての調査､資料収集又は当該調査の結

果その他の必要な情報を基に分析を行う事業のことである｡

法人の事業名としては､調査､統計､資料収集等としている｡

公益目的事業としての｢調査､資料収集｣は､原則として､その結果が

社会に活用されることを趣旨としている必要がある｡

したがって､結果の取扱いに着目して事実認定するのが有効であると考

えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該調査､資料収集が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを

主たる目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　当該調査､資料収集の名称や結果を公表していなかったり､内容につ
いての外部からの問合せに答えないということはないか｡

(注)ただし､受託の場合､個人情報保護､機密性その他の委託元のやむを得ない理

由で公表できない場合があり､この場合は､当該理由の合理性について個別にそ

の妥当性を判断する｡

③　当該調査､資料収集に専門家が適切に関与しているか｡

④　当該法人が外部に委託する場合､そのすべてを他者に行わせること(い

わゆる丸投げ)はないか｡
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(7)技術開発､研究開発

ここでいう｢技術開発､研究開発｣は､あるテ-マを定めて､法人内外

の資源を活用して技術等の開発を行う事業のことである｡なお､成果につ

いては､成果の発表や論文の発表を行うとともに､知的財産権の取得を行

うのが-般的である｡

法人の事業名としては､技術開発､研究開発､研究､システム開発等と

している｡

公益目的事業としての｢技術開発､研究開発｣は､原則として､その成

果が社会に活用されることを趣旨としている必要がある｡

したがって､成果の普及をしているかに着目して事実認定するのが有効

であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは､ ｢(6)調査､資料収集｣

のチェックポイントと同じ｡

(8)キャンペーン､ 00月間

ここでいう｢キャンペーン､ 00月間｣は､ポスター､新聞その他の各

種広報媒体等を活用し､一定期間に集中して､特定のテーマについて対外

的な啓発活動を行う事業のことである｡

法人の事業名としては､キャンペーン､ ○○運動､ 〇〇月間等としてい

る｡

各種広報媒体等とは､ポスター､リーフレット､新聞､テレビ､ラジオ､

車内広告､電光掲示板等｡なお､キャンペーンの手段として特定の機関等

に対する要望･提案を行う場合がある｡

公益目的事業としての｢キャンペーン､ 00月間｣は､公益目的として

設定されたテーマについて啓発･普及を行うことを趣旨としている必要が

ある｡

したがって､その趣旨から逸れて､販売促進や共同宣伝を行うのが主眼

となっていないか､キャンペーンの一環として要望･提案を行う場合に､

メリットが特定多数の者に限定されるような内容となっていないかに着目

して事実認定するのが有効であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該キャンペーンが不特定多数の者の利益の増進に寄与することを主

たる目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡
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②　公益目的として設定されたテーマを実現するプログラムになっている

か｡ (例:テーマで張っている公益目的と異なり､業界団体の販売促進や

共同宣伝になっていないか)

③　(要望･提案を行う場合には､ )要望･提案の内容を公開しているか｡

(9)展示会､ 00ショー

ここでいう｢展示会､ ○○ショー｣は､展示という手段により､特定の

テーマについて対外的な啓発･普及活動を行う事業(文化及び芸術の振興

に係る事業を除く｡ )のことである｡比較的短期間であるため､法人が会場

を借り上げ､ブースを出展者に貸す場合が多い｡

法人の事業名としては､展示会､博覧会､ショー､フェア等としている｡

公益目的事業としての｢展示会､ 00ショー｣は､公益目的として設定

されたテーマについて啓発･普及を行うことを趣旨としている必要がある｡

したがって､その趣旨から逸れて､販売促進や共同宣伝を行うのが主眼

となっていないか､また､出展者を選定するに当たって公正性が確保され

ているかに着目して事実認定するのが有効であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該展示会が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを主たる目

的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　公益目的として設定されたテーマを実現するプログラムになっている

か｡ (例:テーマに沿ったシンポジウムやセミナーを開催/出展者にはテ
ーマに沿った展示を厳守させている/テーマで張っている公益目的と異

なり､業界団体の販売促進や共同宣伝になっていないか(注) /入場者

を特定の利害関係者に限っていないか)

(注)公益目的と異なるプログラムになっていないかを確認する趣旨であり､公益目

的と異なっていない限り､製品等の紹介も認め得る｡

③　(出展者を選定する場合､ )出展者の資格要件を公表するなど､公正に

選定しているか｡ (例:出展料に不当な差別がないか)

(10)博物館等の展示

ここでいう｢博物館等の展示｣は､歴史､芸術､民俗､産業､自然科学

等に関する資料を収集･保管し､展示を行う事業のことである｡

法人の事業名としては､ ○○館､コレクション､常設展示､企画展等と

している｡
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公益目的事業としての｢博物館等の展示｣は､歴史､芸術､民俗､産業､

自然科学等に関する資料に直接接する機会を不特定多数の者に与えること

を趣旨としている必要がある｡

したがって､テ-マを適切に定めるとともに､展示内容にそのテーマを

反映させているか､一定の質が確保されているか等に着目して事実認定す

るのが有効であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該博物館等の展示が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを

主たる目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　公益目的として設定されたテーマを実現するプログラムになっている

か｡ (例:テーマに沿った展示内容/出展者にはテ-マに沿った展示を厳

守させている/テーマで張っている公益目的とは異なり､業界団体の販

売促進や共同宣伝になっていないか)

③　資料の収集･展示について専門家が関与しているか｡

④　展示の公開がほとんど行われず､休眠化していないか｡

(ll)施設の貸与

ここでいう｢施設の貸与｣は､公益目的のため､一定の施設を個人､事

業者等に貸与する事業のことである｡

法人の事業名としては､ ○○施設の貸与､ 00施設の利用等としている｡

(注1 )施設を効率的に利用する等の理由から公益目的以外で貸与するとともに､貸与

以外でも例えば公益目的の主催公演で使用することも多いが､この場合には､法人

は公益目的での貸与(公益目的事業) ､公益目的以外での貸与､公益目的の主催公

演を区別した上で､費用及び収益を配賦する必要がある｡配賦後の公益目的事業に

係る費用が､公益目的事業費となる｡

(注2)公益目的での貸与を区別するに当たり､以下の点に注意する必要がある｡
･公益的な活動をしている法人に貸与する場合であっても､当該法人の収益事業､

共益事業等のために貸与する場合は､公益目的での貸与とならない｡
･定款で定める事業又は目的に根拠がない事業は､公益目的事業と認められない

ことがあり得る｡

公益目的事業としての｢施設の貸与｣は､施設を貸与することによって

公益目的を実現しようということを趣旨としている必要がある｡

したがって､公益目的として設定された使用目的に沿った貸与がされる

か等に着目して事実認定するのが有効であると考えられる｡
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このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該施設の貸与が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを主た

る目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　公益目的での貸与は､公益目的以外の貸与より優先して先行予約を受

け付けるなどの優遇をしているか｡

(12)資金貸付､債務保証等

ここでいう｢資金貸付､債務保証等｣は､公益目的で個人や事業者に対

する資金貸付や債務保証等を行う事業のことである｡

法人の事業名としては､資金貸付､融資､債務保証､信用保証等として

いる｡また､資金貸付､債務保証のほか､設備導入の援助(リース､割賦

販売)等も含む｡

公益目的事業としての｢資金貸付､債務保証等｣は､公益目的として設

定された事業目的に沿って資金貸付､債務保証等を行うことを趣旨として
いる必要がある｡

したがって､事業目的として公益の増進を掲げていても実質的には構成

員の共通の利益に奉仕するに過ぎないものになっていないかに着目して事

実認定するのが有効であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該資金貸付､債務保証等が不特定多数の者の利益の増進に寄与する

ことを主たる目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　資金貸付､債務保証等の条件が､公益目的として設定された事業目的
に合致しているか｡

③　対象者(貸付を受ける者その他の債務者となる者)が一般に開かれて
いるか｡

④　債務保証の場合､保証の対象が社員である金融機関が行った融資のみ
に限定されていないか｡

⑤　資金貸付､債務保証等の件数､金額等を公表しているか｡ (対象者名の

公表に支障がある場合､その公表は除く｡ )

⑥　当該資金貸付､債務保証等に専門家の適切な関与があるか｡

(13)助成(応募型)

ここでいう｢助成(応募型) ｣は､応募･選考を経て､公益目的で､個人

や団体に対して資金を含む財産価値のあるものを原則として無償で提供す

る事業のことである｡
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法人の事業名としては､助成､給付､奨学金等としている｡奨学金の場

合には､無利息･長期分割返還の貸与も含む｡

公益目的事業としての｢助成(応募型) ｣は､原則として財産価値あるも

のの無償提供である｡また､その事業の流れは､助成の対象となるべき事

業･者の設定及び対象者の選考の二段階である｡

したがって､この二段階で､公正性が確保されているかに着目して事実

認定するのが有効であると考えられる｡

このため､公益日的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該助成が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを主たる目的

として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　応募の機会が､一般に開かれているか｡

③　助成の選考が公正に行われることになっているか｡ (例:個別選考に当

たって直接の利害関係者の排除)

④　専門家など選考に適切な者が関与しているか｡

⑤　助成した対象者､内容等を公表しているか｡ (個人名又は団体名の公表

に支障がある場合､個人名又は団体名の公表は除く｡ )

⑥　(研究や事業の成果があるような助成の場合､ )助成対象者から､成果

についての報告を得ているか｡

(14)表彰､コンクール

ここでいう｢表彰､コンクール｣は､作品･人物等表彰の候補を募集し､

選考を経て､優れた作品･人物等を表彰する事業のことである｡

法人の事業名としては､表彰､コンクール､ ○○賞等としている｡なお､

部内の者に対する表彰(職員の永年勤続表彰等)もあるが､ここでは対象
から除く｡

公益目的事業としての｢表彰､コンクール｣は､適切な選考を通じて､

優れた作品･人物等を顕彰することを趣旨としている必要がある｡

したがって､選考の質や公正性が確保されているかに着目して事実認定

するのが有効であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該表彰､コンクールが不特定多数の者の利益の増進に寄与すること

を主たる目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　選考が公正に行われることになっているか｡ (例:個別選考に当たって

の直接の利害関係者の排除)
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③　選考に当たって専門家が適切に関与しているか｡

④　表彰､コンクールの受賞者･作品､受賞理由を公表しているか｡

⑤　表彰者や候補者に対して当該表彰に係る金銭的な負担(応募者から一

律に徴収する審査料は除く｡ )を求めてないか｡

(15)競技会

ここでいう｢競技会｣は､スポーツ等の競技を行う大会を開催する事業

のことである｡

法人の事業名としては､競技会､競技大会､ 00大会等としている｡

公益目的事業としての｢競技会｣は､競技者に対して技能の向上の機会

を提供するとともに､当該競技の普及を図ることによってスポーツ等を振

興することを趣旨としている必要がある｡

したがって､競技会の質を維持･向上するような工夫がなされているか

に着目して事実認定するのが有効であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該競技会が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを主たる目

的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　公益目的として設定した趣旨に沿った競技会となっているか｡ (例:親

睦会のような活動にとどまっていないか)

③　出場者の選定や競技会の運営について公正なルールを定め､公表して

いるか｡

(16)自主公演

ここでいう｢自主公演｣は､法人が､自らの専門分野について制作又は

練習した作品を演じ､又は演奏する事業のことである｡

法人の事業名としては､公演､興行､演奏会等としている｡芸術の鑑賞

機会の提供のみならず､高齢者､障害者が芸術等に触れ､癒される機会を

提供すること等の福祉的なものも含まれる｡

公益目的事業としての｢自主公演｣は､法人の専門分野の公演により､

芸術等の振興や不特定多数の者に対する芸術等に触れる機会の提供を行う

ことを趣旨としている必要がある｡

したがって､公益目的として設定された趣旨を実現できるよう､質の確

保･向上の努力が行われているかに着目して事実認定するのが有効である

と考えられる｡
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(注)本事業区分の場合､特に当該事業が認定法の別表各号(例えば｢文化及び芸術の

振興を目的とする事業｣ )に該当するかが重要であるが､実質的に判断することと

なる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該自主公演が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを主たる

目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　公益目的として設定された趣旨を実現できるよう､質の確保･向上の

努力が行われているか｡

(17)主催公演

ここでいう｢主催公演｣は､法人が､主として外部制作の公演の選定を

行い､主催者として当該公演を実施する事業のことである｡

法人の事業名としては､主催公演､主催コンサート等としている｡芸術

の鑑賞機会の提供のみならず､高齢者､障害者が芸術等に触れ､癒される

機会を提供すること等の福祉的なものも含まれる｡

公益目的事業としての｢主催公演｣は､外部制作の公演を活用して､芸

術等の振興や不特定多数の者に対する芸術等に触れる機会の提供を行うこ

とを趣旨としている必要がある｡

したがって､公益目的として設定された事業目的に沿った公演作品を適

切に企画･選定することになっているかに着目して事実認定するのが有効

であると考えられる｡

このため､公益目的事業のチェックポイントは以下のとおり｡

①　当該主催公演が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを主たる

目的として位置付け､適当な方法で明らかにしているか｡

②　公益目的として設定された事業目的に沿った公演作品を適切に企画･

選定するためのプロセスがあるか｡ (例:企画･選定の方針等の適切な手

続が定められている/ (地域住民サービスとして行われる場合)企画段

階で地域住民のニーズの把握に努めている)

③　主催公演の実績(公演名､公演団体等)を公表しているか｡

2.上記の事業区分に敦当しない事業についてチェックすべき点

1.のチェックポイントは､概ね以下に集約され､ 1.の事業区分に該

当しない事業についても､これを参考にチェックするのが有効であろう｡
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①　事業目的(趣旨:不特定多数でない者の利益の増進への寄与を主たる

目的に掲げていないかを確認する趣旨｡ )

②　事業の合目的性(趣旨:事業の内容や手段が事業目的を実現するのに

適切なものになっているかを確認する趣旨｡ )

ア　受益の機会の公開(例　受益の機会が､一般に開かれているか)

イ　事業の質を確保するための方策(例　専門家が適切に関与している

か)

り　審査･選考の公正性の確保(例　当該事業が審査･選考を伴う場合､

審査･選考が公正に行われることとなっているか)
エ　その他(例　公益目的として設定した事業目的と異なり､業界団体

の販売促進､共同宣伝になっていないか)

(注) ② (事業の合目的性)ア～工は例示であり､事業の特性に応じてそれぞれ事実

認定上の軽重には差がある｡
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【補足】横断的注記

(1)事業の単位(どのように事業をまとめるか)は､事業の実態等から類

似､関連するものであれば､適宜まとめることは構わないが､以下の点

に留意する必要がある｡
･事業のまとめ方によっては､当該事業が複数の事業区分に該当するこ

ともあり得る｡その場合､該当する複数の事業区分を適用する｡ (例え

ば､一定期間のセミナーの後､試験合格者に資格を付与する事業の場

合､ ｢講座､セミナー､育成｣と｢資格付与｣の両方の事業区分を適用

する｡ )

･また､収益事業等は明確に区分する必要がある｡ (例えば､博物館で売

店事業や食堂事業を営む場合､当該事業は博物館事業とは区分する必

要がある｡ )
･ここでの事業の単位が､収支相償の第一段階の事業の単位となる0

(2)事業に付随して行われる会議は､当該事業の一環と整理して構わない0

(例えば､公益目的事業に係る会議(例:公益目的事業と認められるセ

ミナーに必要な企画を行う会議)に要する費用は､公益目的事業の費用

に含まれ得る｡ )

(3)各用語の解説

ア　｢機会が､一般に開かれているか｣ :共益的に行われるものを除く趣

旨である｡

受益の機会が特定多数の着く例えば､社団法人の社員)に限定され

ている場合は原則として共益と考えられる｡

ただし､機会が限定されている場合でも､例えば別表各号の目的に

直接貢献するといった合理的な理由がある場合､不特定かつ多数の者
の利益の増進に寄与するという事実認定をし得る｡ (例:特定の資格等

を有する者の大半で構成される法人における講習による人材の育成が

学術の振興に直接貢献すると考えられる場合､受講者が社員に限定さ

れていても､公益目的事業とし得る｡ )

イ　｢専門家が適切に関与しているか｣ :ここでいう｢専門家｣とは､事

業の内容に応じて､企画､指導､審査等を行うのに必要な知識､技術､

知見等を教育､訓練､経験等によって備えている者をいう｡

チェツケを行う趣旨は､事業目的を実現するための質が確保されて

いるかを確認するためである｡

その関与の形態としては､必ずしも法人で雇用している必要はなく､

事業を遂行するに当たって適切な関与の方法であればよい｡
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【参照条文】

○　公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律(平成十八年法律第四十九号)

(抄)

(定義)

第二条　この法律において､次の各号に掲げる用語の意義は､当該各号に定めるところ

による｡

(略)

四　公益目的事業　学術､技芸､慈善その他の公益に関する別表各号に掲げる種類の

事業であって､不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものをいう｡

別表(第二条関係)
-　学術及び科学技術の振興を目的とする事業

二　文化及び芸術の振興を目的とする事業

三　障害者若しくは生活困窮者又は事故､災害若しくは犯罪による被害者の支援を目

的とする事業

四　高齢者の福祉の増進を目的とする事業

五　勤労意欲のある者に対する就労の支援を目的とする事業

六　公衆衛生の向上を目的とする事業

七　児童又は青少年の健全な育成を目的とする事業

八　勤労者の福祉の向上を目的とする事業

九　教育､スポーツ等を通じて国民の心身の健全な発達に寄与し､又は豊かな人間性

を酒養することを目的とする事業

十　犯罪の防止又は治安の維持を目的とする事業

十一　事故又は災害の防止を目的とする事業

十二　人種､性別その他の事由による不当な差別又は偏見の防止及び根絶を目的とす

る事業

十三　思想及び良心の自由､信教の自由又は表現の自由の尊重又は擁護を目的とする

事業

十四　男女共同参画社会の形成その他のより良い社会の形成の推進を目的とする事業

十五　国際相互理解の促進及び開発途上にある海外の地域に対する経済協力を目的と

する事業

十六　地球環境の保全又は自然環境の保護及び整備を目的とする事莱

十七　国土の利用､整備又は保全を目的とする事業

十八　国政の健全な運営の確保に資することを目的とする事業

十九　地域社会の健全な発展を目的とする事業

二十　公正かつ自由な経済活動の機会の確保及び促進並びにその活性化による国民生

活の安定向上を目的とする事業

二十一　国民生活に不可欠な物資､エネルギー等の安定供給の確保を目的とする事業

二十二　一般消費者の利益の擁護又は増進を目的とする事業
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二十三　前各号に掲げるもののほか､公益に関する事業として政令で定めるもの

-55-



公益目的事業について

個々の事業が別表各号のいずれかに該当しているかを検
討｡

公益法人認定法　別表(第二条関係)

一　学術及び科学技術の振興を目的とする事業

二　文化及び芸術の振興を目的とする事業

三　障害者若しくは生活困窮者又は事故､災害若しくは

犯罪による被害者の支援を目的とする事業
四　高齢者の福祉の増進を目的とする事業
■ ■ ■ ■ ■ ●

二十二　一般消費者の利益の擁護又は増進を目的とす

る事業
二十三　前各号に掲げるもののほか､公益に関する事業

として政令で定めるもの

個々の事業が特定多数の者のみの利益の増進になってな
いかどうかの観点からチェックポイントに沿って検討｡

※事実認定に当たって留意すべき点であり､これらを勘案して委員

会で審議の上､判断することとなる｡

事業区分 �6�4h6(4�7ﾈ48986r� ��

検査 ��ｹW9<�.��ﾙ�H,ﾉy�i�ﾒ�
検査検定 坪*ﾘ�ﾂ���

検定 ���-h,ﾈｯ�u�/�k韭c��

研究開発 ����
○検査検定の基準を公 秦? 

表彰 �� ��

展示 ��

施設貸与 ��� 



事業区分ことの事業名の例

事業区分 倬hｼikﾈ,ﾉ~�磯hｼi_�ﾙ���9�,亢ﾈﾝｨ+8.ｨ,H*(.�.�,ﾂ��

1 佶�伊�.��検査.検定､検査､検定､認証 

2 倬�ｦ儻Iu��技能検定､技術検定､資格認定 

3 俎Xﾜ�H5ｨ7�6��ｺH孜�ﾂ�講座､講習､セミナー､シンポジウム､人材育成､育成､研修会､学術集会､学術講演会 

4 ��ﾈﾋ�ｨ�:�9��イベント､体富美､休演教室､ツアー､観察会 

5 ��ｩ&ｺH�ﾋ��相談､相談対応､相談会､指導､コンサルタント､助言､苦情処理 

6 �+(ﾛ芥��{�ｸ��調査研究､調査､統計､資料収集､情報収集､データベース作成､分析 

7 亰ｨ��､ｩJﾚHﾊHｸh､ｩJﾒ�研究開発､技術開発､システム開発､ソフト開発､研究､試験研究 

8 �4ﾈ88987��ｸ9:H�ｨ�ｨﾈ隴B�キャンペーン､普及啓発､週間､月間､キャラバン､政策提言 

9 �5x麌檄H�ｸ�ｸ5h8x�ｲ�展示会､博覧会､シ∃-､○○展､フェア､フェスタ､フェスティバル 

10 僣饂渥�9�,ﾉ5x鹵�○○館､コレクション､常設展示虜､常設展示 

ll 倡ｹ�ﾘ,ﾉ�ﾙu��施設(又は会館､ホール､会議室)管理､施設の管理運営､施設の維持経営 

12 倬�ｾ��ﾙWJHﾜ)k�]ｸ��9��融資､ローン､債務保証､信用保証､リース 

13 傚Y�ﾂ�饋Xﾅ竰�助成､無償奨学金､支援､補助､援助､補助金､利子補給､家業補助､無償貸与､無償貸付､無償レンタル 

14 儷ﾈ�*H5(984��ｸ8ｲ�表彰､○○賞､○○大賞､コンク-ル､コンク-ル大会､審査､コンテスト､グランプリ､展覧会 

15 仄8ｵｨ橙�競技大会､試合､大会､○○カップ､○○杯､○○オープン 

16 俾偃Xﾏh��公演､興行､演奏会 

17 偃Xﾜ8ﾏh��主催公演､主催コンサート 



 

 

 

 

移行認定又は移行認可の申請に当たって定款の変更の案 

を作成するに際し特に留意すべき事項について  
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I 基本的考え方（作成の趣旨） 

 

１ 定款審査の意義 

 特例民法法人が移行認定を受けるためには、その定款の内容（定款の変更の案の

内容）が、一般社団法人又は一般財団法人に関する法律（平成 18 年法律第 48 号。

以下「法」又は「一般社団・財団法人法」ということがある。）及び公益社団法人

及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18 年法律第 49 号。以下「公益法人

認定法」という。）並びにこれらに基づく命令の規定（以下「一般社団・財団法人

法等」ということがある。）に適合するものであることが必要である（整備法第 100

条第 1号）1。 

 移行認定を受ける特例民法法人の定款の内容が、「一般社団・財団法人法等の規

定に適合していること」が移行認定の要件とされた趣旨は、旧民法における公益法

人制度から大きく変革した新制度の趣旨を新制度に移行する法人に徹底させるた

め、移行に際しては、その定款の内容を行政庁が審査することにより、移行に伴う

定款変更等の手続の確実性及びその内容の明確性を確保するとともに、移行に伴う

紛争及び不正行為を防止することを図ったものと解される。 

 そのため、新制度の施行後、定款の内容が一般社団・財団法人法等の規定に適合

するか否かについての審査（以下「定款審査」という。）を行政庁が行うに際して

は、一般社団・財団法人法等の明文の規定に反することとなる定款の定めはもちろ

ん、一般社団・財団法人法等の規定の趣旨に反することとなる定款の定めがある場

合についても、定款の内容を新法の趣旨に適合したものにするよう法人に求めてい

くことが上記の趣旨に適う。 

 このような定款審査の意義を踏まえ、行政庁が行う定款審査に際しては、定款の

必要的記載事項2、相対的記載事項及び任意的記載事項のすべてについて、その内容

が一般社団・財団法人法等の規定に適合するものか否かを審査することとなる。 

 

２ 「移行認定又は移行認可の申請に当たって定款の変更の案を作成するに際し特に

留意すべき事項について」の考え方 

 もとより、各法人の組織、運営及び管理はその定款に基づいて行われるところ、

「民による自発的な公益活動を促進する」という公益法人制度改革の趣旨に照らせ

                                                                             
1 特例民法法人が移行認可を受けるためには、その定款の内容が、一般社団・財団法人法及びこれ

に基づく命令の規定に適合するものであることが必要である（整備法第 117 条第 1号）。 
2 定款の必要的記載事項のうち、一般社団法人にあっては法第 11条第 1項第 4号に規定する事項

（設立時社員の氏名又は名称及び住所）、一般財団法人にあっては法第 153 条第 1項第 4号から

第 7号までに規定する事項（設立者の氏名又は名称及び住所、設立に際して設立者が拠出をする

財産及びその価額等）は、審査の対象外となる。 
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ば、法人自治の原則の下、定款の内容は各法人において自主的に定められるべきも

のである3。 

 しかし、他方で、公益法人の定款の内容が法令又は法令に基づく行政機関の処分

に違反しているものであるときは、公益認定の欠格事由となり（公益法人認定法第

6条第 3号）、行政庁は、公益認定を取り消さなければならないこととされている（同

法第 29 条第 1 項第 1 号）ことからも明らかなように、法人自治による定款内容の

決定及びこれに基づく法人の運営は、それらが一般社団・財団法人法及び公益法人

認定法の明文の規定やその趣旨を潜脱・没却しないものであることが前提となる。 

 そこで、内閣府は、上記のような定款審査の意義4を踏まえ、この文書において、

新制度の趣旨及び考え方を説明し、新制度の趣旨に沿って定款の変更の案を作成す

る場合における望ましい一つの在り方を示すとともに、定款審査における、 

① 一般社団・財団法人法等の明文の規定に反することとなる定款の定め 

② 一般社団・財団法人法等の規定の趣旨に反することとなる定款の定め 

についての考え方を示すこととした。 

 特に、「一般社団・財団法人法等の規定の趣旨に反することとなる定款の定め」

については、 

① 特別の利益の提供の蓋然性が高まるもの（公益法人認定法第 5条第 3号、

第 4号等参照） 

② 第三者に不測の損害を与えるおそれがあるなど、公益法人としての高い社

会的信用を損なうおそれがあるもの5 

③ 社員の権利を制限するおそれが高いもの（公益法人認定法第 5条第 14 号等

参照） 

④ 法が規定した機関相互の権限関係を逸脱し、不適正な法人運営がなされる

おそれがあるもの（公益法人認定法第 5 条第 10 号、第 11 号、第 14 号ハ、

第 12 号、法第 35 条第 4項、第 178 条第 3項、第 153 条第 3項第 1号等参照） 

                                                                             
3 従来は、定款の内容の決定に際して、法人の意向よりも主務官庁の意向が優先しているかのよう

な本末転倒の状況があったとの指摘もあるが、今般の制度改革により、主務官庁の広く強大な裁

量権に基づく指導監督は廃止され、定款に関しても、一般社団・財団法人法及び公益法人認定法

に基づき、法人の自治にゆだねられる度合いが格段に高まることとなる。 
4 この文書の作成の趣旨として、行政庁が行う定款審査について、国及び都道府県の統一性、地域

間の均衡、迅速性の確保を図るという意義もある。 
5 公益法人認定法は、公益法人の高い社会的信用を保つため、①その名称を保護し、公益法人では

ない者が公益法人であると誤認される名称等を使用することを禁止し（公益法人認定法第 9条第

4項）、②公益法人の理事、代理人、従業者等が迷惑を覚えさせるような方法により寄附の勧誘・

要求をすること、寄附をする財産の使途について誤認させるおそれのある行為をすること及び寄

附者の利益を不当に害するおそれのある行為をすること等を禁止し（同法第 17条第 2号から第 4

号）、③公益法人の社会的信用を維持する上でふさわしくない事業等も禁止する（同法第 5条第 5

号）だけでなく、④所定の機関設計を義務付け（同法第 5条第 12号・第 14 号ハ）、役員の構成

を規制する（同条第 10号・第 11号）など、公益法人の高い社会的信用を保ちつつ公益目的事業

を適正に実施するための体制（同法第 1条）を種々の規律により確保しようとしている。 
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 などが考えられる6。 

 

３ 定款審査における取扱い 

 以下の「Ⅱ各論」で検討している「定款の変更の案を作成するに際し特に留意す

べき事項」においては、新制度下の法人の運営の便宜のために参考として取り上げ

ている事項だけでなく、示されている結論に反する取扱いをした場合には、一般社

団・財団法人法等の明文の規定やその趣旨に反することとなり得る事項も取り上げ

られている。 

 そのため、「Ⅱ各論」では、留意事項ごとに、 

① 当該事項に違反している場合には不認定とならざるを得ないもの 

② 当該事項と異なる定め（記載方法）を選択した理由の説明を求め、不適切

であれば不認定の対象となり得るもの 

③ あくまでも新制度下の法人の運営の便宜の参考として記載しており、記載

どおりの定めが望ましいが、異なる定めであっても不認定の対象とならない

もの 

に分類し、各事項の末尾の「定款審査における取扱い」の箇所でこれを示すことと

した（併せて、不認可の対象ともなるものについては、その旨を併記することとし

ている。）7。 

                                                                             
6 公益法人の運営を適正に実施するための体制を確保するという観点から、事業の円滑な推進に支

障が及ばない範囲内において、できる限り定款に具体的に規定することが必要な事項もある。 
7 定款審査の結果、申請当初の定款の変更の案のままではその内容が一般社団・財団法人法等の規

定に適合していないと判断される場合には、その箇所及びその理由を指摘して、関係する規定に

ついて申請者に促して自主的な修正を待つこととなる。申請者が修正を行わない場合には、不認

定又は不認可の処分を行うことがある。 
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Ⅱ 各論（定款の変更の案を作成するに際し特に留意すべき事項） 

 

１ 役員等（理事、監事及び評議員）以外の者に一定の名称を付すこととする場合の

留意事項 

（問題の所在） 

 役員等（理事、監事及び評議員）以外の者に対して、法律上の権限はないが、権

限を有するかのような誤解を生じさせる名称（役職）を付す場合には、定款にその

根拠を設けることなく、法人関係者（例えば代表理事、理事会）が、自由に、誰に

でも上記のような名称（役職）を付すことが許されるか。 

 

（考え方） 

 法は、法人のガバナンスを確保するため、理事、監事、社員、評議員、代表理事、

業務執行理事及び会計監査人などの法人のガバナンスを担う機関を法定し、これら

のものの地位と役割に関し、選任・解任手続、資格、定数、任期、権限、責任、設

置義務の範囲、報酬、欠員が生じた場合の措置等についてそれぞれ規律を設けるこ

とにより、ガバナンスを担うこととなるものの位置付けを明確化し、併せて機関相

互の権限関係をも規定することにより適正な法人運営がなされるよう図っており、

対外的にも、法人のガバナンスを担う立場にあるものの地位や役割を明らかにして

いる。また、特に、法は、法人が事業活動を行うに際して、その相手方が不測の損

害を被るのを防止するため、対外的に法人を代表する権限を有する理事を「代表理

事」と規定した上で（法第 21 条、第 162 条第 1項）、代表理事以外の理事に「理事

長」その他法人を代表する権限を有するものと認められる名称を付した場合には、

当該理事がした行為について、善意の第三者に対して法人がその責任を負う（法第

82 条（第 197 条において準用する場合を含む。以下、一般財団法人について準用

する場合の条文の引用は省略する。））ものとしている。さらに、公益法人について

は、公益法人認定法において、その高い社会的信用を保ちつつ、公益目的事業を適

正に実施するための体制を確保するための種々の規律が設けられているところで

ある 5。 

 上記のような関係法令の趣旨を踏まえ、公益法人においては、役員等（理事、監

事及び評議員）以外の者に対して、法律上の権限はないが、権限を有するかのよう

な誤解を生じさせる名称（役職）を付す場合には、原則として、定款に、その名称、

定数、権限及び名称を付与する機関（社員総会、理事会など）についての定めを設

けることが望ましい8。 

                                                                             
8 公益法人の役員等（理事、監事及び評議員）の地位にある者については、その氏名等が記載され
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（定款審査における取扱い） 

 上記の考え方と異なる運用をすることにより、公益法人の社会的信用を毀損し又

は毀損するおそれが高い場合等には、その理由の説明を求め、不適切であれば不認

定の対象となり得るものとする9。 

 

（注）１ 代表権のない者（代表権を有しない理事を含む。）に対し、「理事長」な

ど法人を代表する権限を有するものと認められる名称を付した場合には、

法人が表見代表（法第 82 条）ないし表見代理（民法第 110 条等）の責任

を負う可能性がある。 

   ２ 定款の定めの例 

第○条 この法人に、任意の機関として、１名以上３名以下の相談役を置く。 

２ 相談役は、次の職務を行う。 

 (1) 代表理事の相談に応じること 

 (2) 理事会から諮問された事項について参考意見を述べること 

３ 相談役の選任及び解任は、理事会において決議する。 

４ 相談役の報酬は、無償とする。 

 

 

 

２ 法人の運営上、法律に規定がない任意の機関を設ける場合の取扱い 

  法律上の名称を定款において通称名で規定する場合の留意事項 

（問題の所在） 

  ① 法人の運営に際し、法律に規定がない任意の（合議）機関（会議体）を定款

に設けて運営する場合の留意事項。 

  ② 定款において、社員総会を「総会」、代表理事を「理事長」・「会長」などのよ

                                                                             
た役員等名簿により広く閲覧等に供され（公益法人認定法第 21条第 4項・第 2項第 2号、第 22

条第 3項）、登記上も公示される（法第 301 条第 2項第 5号から第 7号、第 302 条第 2項第 5号・

第 6号）。また、公益法人の役員等（理事、監事及び評議員）以外の者であって、法人運営に一

定の権限を有するような名称（役職）が付された者については、定款にその根拠が設けられるこ

とにより、その権限の内容等が公開されることとなる（公益法人認定法第 21条第 4項、第 22 条

第 2項）。 
9 公益法人においては、「法律上の権限はないが、権限を有するかのような誤解を生じさせる名称

（役職）」を役員等（理事、監事及び評議員）以外の者に付す場合には、原則として、定款にそ

の名称等についての定めを設けることが望ましい。しかし、定款審査においては、「当該名称（役

職）等を定款に定めているか否か」が問題となるのではなく、そのような紛らわしい名称（役職）

を使用したこと等により、公益法人の社会的信用を毀損し又は毀損するおそれが高いと認められ

るような例外的な場合に、定款にその根拠を設けることなく紛らわしい名称（役職）を使用して

いること等が問題となるに過ぎない。 
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うに略称や通称名で記載することは許容されるか。 

 

（考え方） 

 法は、法人のガバナンスを確保するため、法人の重要事項の意思決定、業務執行

の決定、職務の執行を行う機関として、社員総会、評議員会、理事会、代表理事、

業務執行理事などの機関を法定し、その構成員、招集手続、決議方法、権限、瑕疵

ある決議の内容や手続の是正方法等についてそれぞれ詳細な規律を設けるととも

に、機関相互の権限関係を規定することにより適正な法人運営がなされるよう図っ

ている。 

 上記のような法の趣旨を踏まえ、特例民法法人の移行に当たり、 

① 法人の運営に際し、法律に根拠のない任意の機関（会議体）を定款に設け

て運営する場合には、当該機関の名称、構成及び権限を明確にし、法律上の

機関である社員総会、評議員会又は理事会等の権限を奪うことのないように

留意する必要があり（法第 35 条第 4項、第 178 条第 3項等参照）（問題の所

在①）、 

② 法の名称とは異なる通称名や略称を定款に使用する場合（例えば、社員総

会を「総会」、代表理事を「理事長」と表記するような場合）には、「法律上

の名称」と定款で使用する名称がどのような関係にあるのかを、定款上、明

確にする必要がある（問題の所在②） 

こととなる。 

 

（定款審査における取扱い） 

 上記の考え方と異なる運用を選択する場合には、その理由の説明を求め、不適切

であれば不認定又は不認可の対象となり得るものとする。 

 

（注）１ 任意の（合議）機関（会議体）として、定款の定めにより、例えば、一

部の理事と事務局員等で構成する「常任理事会」や「常務会」を設け、当

該機関において理事会の審議事項の検討等の準備を行うこととすること

は可能であるが、それに加えて、「当該機関の承認がない事項については

理事会で決定することができない」旨の定めを設けることは、理事会の権

限を制約することとなるため許されない。定款に根拠を設けずに上記のよ

うな任意の機関を設けることも可能であるが、当該機関の運用において、

法定の機関の権限を制約するような運用をすることは許されない。 

   ２ 定款の定めの例（問題の所在①） 

第○条 この法人に、企画・コンプライアンス委員会を置く。 

２ 第１項の委員会は、業務執行理事１名、理事１名、事務局員１名で構成する。 

３ 第１項の委員会は、次に掲げる事項を行う。 
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 (1) この法人の業務運営の年間計画案を策定し、理事会に提出すること 

(2) この法人の理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他業務の適正を確保するために必要な体制の運用及び改善について、

理事会に参考意見を提出すること 

(3) この法人の事業に従事する者からの法令違反行為等に関する通報に対して適

切な処理を行うため、公益通報の窓口を設置・運用し、管理すること 

４ 第１項の委員会の委員は、理事会において選任及び解任する。 

５ 第１項の委員会の議事の運営の細則は、理事会において定める。 

   ３ 定款の定めの例（問題の所在②） 

第○条 この法人に以下の会員を置く。 

 (1) 正会員  この法人の事業に賛同して入会した個人又は団体  

 (2) 特別会員 ○○○  

 (3) 賛助会員 ○○○  

２ 前項の会員のうち正会員をもって一般社団・財団法人法上の社員とする。 

第○条 この法人に、次の役員を置く。 

 (1) 理事 ○○名以上○○名以内  

 (2) 監事 ○○名以内  

２ 理事のうち 1名を理事長、○名を常務理事とする。 

３ 前項の理事長をもって一般社団・財団法人法上の代表理事とし、常務理事をもっ

て同法第 91条第 1項第 2号の業務執行理事とする。  

 

 

 

３ 代議員制度 

（問題の所在） 

 「当該社団法人に会費を納めている会員に選挙権を与え、会員の中から社員を選

出するための選挙を行い、当該選挙により選出された者を任期付きの社員とする」

旨の定めを設け、いわゆる代議員制を採用する場合の定款の定めの在り方。 

 

（考え方） 

 社団法人における社員総会は、役員の人事や報酬等を決定するとともに、定款変

更、解散などの重要な事項の意思決定をすることができる法人の最高意思決定機関

である。そのため、社団法人の実態としては社員となることができる資格のある者

が多数いるにも関わらず、社員の範囲を狭く絞って社員総会を運営し、多様な意見

を反映する機会を設けることなく、構成員のうちの一部の勢力のみが法律上の「社

員」として固定されてしまうような場合には、当該社団法人の実効性のあるガバナ
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ンスを確保することができなくなる。 

 例えば、社員総会で議決権を行使することとなる「代議員」の選定を理事ないし

理事会で行うこととすると、理事や理事会の意向に沿った少数の者のみで社員総会

を行って法人の意思決定をすることともなりかねないため（法第 35 条第 4 項、公

益法人認定法第 5条第 14 号イ参照）、会員の中から社員（代議員）を選定する方法

は特に留意する必要がある。また、社員の範囲を狭く絞ることにより、移行に伴い

従来から社員の地位にあった者の個別の同意を得ることなくその者の地位（社員た

る権利）を奪うこととなるだけでなく、法が社員に保障した各種の権利を行使でき

る者の範囲が狭まることとなり、社員権の行使により法人のガバナンスを確保しよ

うとした法の趣旨に反することともなりかねない。 

 このような問題意識を踏まえ、特例社団法人が、上記の意味の代議員制を採る場

合には、定款の定めにより、以下の５要件を満たすことが重要である。 

① 「社員」（代議員）を選出するための制度の骨格（定数、任期、選出方法、

欠員措置等）が定款で定められていること 

   → 定款における「社員の資格の得喪」に関する定め（法第 11 条第 1項第 5

号）の内容として、少なくとも、定款において、社員の定数、任期、選出

方法、欠員措置等が定められている必要がある。 

② 各会員について、「社員」を選出するための選挙（代議員選挙）で等しく選

挙権及び被選挙権が保障されていること 

   → 代議員（社員）の選定方法の細部・細則を理事会において定めることと

しても、少なくとも、「社員の資格の得喪」に関する定め（法第 11 条第 1

項第 5号）の内容として②の内容を定款で定める必要がある（公益法人認

定法第 5条第 14 号イ参照）10。 

③ 「社員」を選出するための選挙（代議員選挙）が理事及び理事会から独立

して行われていること 

   → ①で、社員（代議員）の選出方法を定款に定めた場合でも、理事又は理

事会が社員を選定することとなるような定めは一般社団・財団法人法第 35

条第 4項の趣旨に反する。定款の定めにおいては、②の内容とともに明記

することが考えられる。 

                                                                             
10 「社員の資格の得喪」に関する定款の定めにおいて「不当な条件」を付しているかどうか（公

益法人認定法第 5条第 14 号イ）については、社会通念に従い判断し、当該法人の目的、事業内

容に照らして当該条件に合理的な関連性及び必要性があれば、不当な条件には該当せず、例えば、

専門性の高い事業活動を行っている法人において、その専門性の維持、向上を図ることが法人の

目的に照らして必要であり、その必要性から合理的な範囲で社員資格を一定の有資格者等に限定

したり、理事会の承認等一定の手続的な要件を付したりすることは、不当な条件に該当しないも

のとされている（公益認定等ガイドライン〔平成 20年 4月 11 日〕）。各会員の選挙により「社員」

を選出する代議員選挙においてもこの理は妥当し、代議員選挙の運用に際し、会員間の選挙権・

被選挙権等に一定の差異を設けることが当該法人の目的、事業内容に照らして合理的な関連性及

び必要性があれば許容され得る。 
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④ 選出された「社員」（代議員）が責任追及の訴え、社員総会決議取消しの訴

えなど法律上認められた各種訴権を行使中の場合には、その間、当該社員（代

議員）の任期が終了しないこととしていること 

   → 例えば、社員が責任追及の訴えを提起したものの、訴訟係属中に任期満

了により当該社員が社員の地位を失った場合には、代表訴訟の原告適格も

失うおそれが高い。そのため、比較的短期間の任期の社員を前提とする代

議員制においては、事実上、任期満了間際に社員が訴権を行使できなくな

るため、社員に各種の訴権を保障した法の趣旨を踏まえ、④の内容を定款

に定める必要がある。 

⑤ 会員に「社員」と同等の情報開示請求権等を付与すること 

   → 法は、「社員」によるガバナンスの実効性を確保するため社員たる地位

を有する者に各種の権利を付与している。かかる法の趣旨を踏まえ、旧民

法では「社員」の地位にあった者を新法下で「会員」として取り扱うこと

とするような特例社団法人等については、社員の法人に対する情報開示請

求権等を定款の定めにより「会員」にも認める必要がある。 

 

（定款審査における取扱い） 

 上記の考え方と異なる運用を選択する場合には、その理由の説明を求め、不適切

であれば不認定又は不認可の対象となり得るものとする。 

 

（注）１ 新制度の施行前から既に上記のような代議員制を採っている特例社団法

人において、移行後も代議員制を採ることとする場合には、本文の考え方

の趣旨を踏まえた方法により代議員（社員）を選挙することが必要となる。

仮に、従来の運用において、理事（理事会）が代議員（社員）を選出して

いると評価できるような方法で代議員（社員）を選挙していた特例社団法

人については、理事（理事会）から独立した形で代議員（社員）選挙を行

った上で新制度に移行する必要がある。 

     また、新制度の移行に伴って代議員制を新たに採ることとする特例社団

法人においては、旧民法上の社員の地位を有していた者に対して代議員の

選挙権等を付与しないものとすることは合理的な理由がない限り許され

ない。新制度の施行前から既に代議員制を採っている特例社団法人におい

ても、旧民法上の社員（代議員）の選挙権を有していた者（会員）に対し

て、新制度の移行に伴って代議員の選挙権等を付与しないものとすること

は合理的な理由がない限り許されない。 

   ２ 複数の種類の会員資格（例えば、個人会員、法人会員、学生会員、名誉

会員、賛助会員など）を設けている特例社団法人にあっては、どの種類の

会員が選挙権・被選挙権を有するか（本文②の要件）、情報開示請求権等
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を付与されるのか（本文⑤の要件）を定款に明示することが必要である11。

その際には、公益法人認定法第 5 条第 14 号ロの趣旨、すなわち、議決権

について不当に差別的な取扱いを禁止することにより社員総会における

意思決定に偏りが生じることを防止するとともに、資力を有する一部の社

員によって社員総会の運営が恣意的になされることを防止しようとした

趣旨を踏まえつつ、当該社団法人の事業活動に関心を持ち、その法人の重

要事項の意思決定の過程に関与すべき立場にある種類の会員に選挙権・被

選挙権等を付与することとなる（会員の種類間で区別を設けることが、当

該社団法人の目的、事業内容に照らして、合理的な関連性及び必要性があ

れば許容される。）12。 

   ３ 定款の定めの例 

第○条 この法人に、次の種類の会員を置く。 

 (1) 正会員 ○○の資格を有する者 

 (2) 準会員 この法人の活動に協賛する者、○○の資格の取得予定者 

２ この法人の社員（一般社団・財団法人法第 11 条第 1 項第 5 号等に規定する社員

をいう。以下同じ。）は、概ね正会員３００人の中から１人の割合をもって選出さ

れる代議員をもって社員とする（端数の取扱いについては理事会で定める。）。 

３ 代議員を選出するため、正会員による代議員選挙を行う。代議員選挙を行うため

に必要な細則は理事会において定める。 

４ 代議員は、正会員の中から選ばれることを要する。正会員は、前項の代議員選挙

に立候補することができる。 

５ 第３項の代議員選挙において、正会員は他の正会員と等しく代議員を選挙する権

利を有する。理事又は理事会は、代議員を選出することはできない。 

６ 第３項の代議員選挙は、２年に１度、○月に実施することとし、代議員の任期は、

選任の２年後に実施される代議員選挙の終了の時までとする。ただし、代議員が社

員総会決議取消しの訴え、解散の訴え、責任追及の訴え及び役員の解任の訴え（法

第 266 条第 1項、第 268 条、第 278 条、第 284 条）を提起している場合（法第 278

                                                                             
11 なお、特例社団法人の社員（代議員）の選挙を他の法人や団体に完全にゆだねることは不相当

である。例えば、当該特例社団法人と提携先の法人等（連携法人・連携団体）との間に、法人の

目的、社員（構成員）の構成等について密接な共通関係がある場合であっても、当該特例社団法

人の社員（代議員）の選出に際しては、本文の考え方が没却されることのないように、当該特例

社団法人の責任者による一定の関与の下にその社員（代議員）の選挙が行われることが必要であ

ることに留意すべきである。 
12 代議員制を採用する特例社団法人に限らず、複数の種類の会員資格（例えば、個人会員、法人

会員、学生会員、名誉会員、賛助会員など）を設けている特例社団法人が、特定の種類の会員の

みをもって「社員」とする旨の定款の定めを設ける場合も同様であり、当該社団法人の事業活動

に関する重要な事項の意思決定に関心を持ち、これに関与すべき立場にある種類の会員のみを社

員とすることが、当該社団法人の目的、事業内容に照らして、合理的な関連性及び必要性があれ

ば許容される。 
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条第 1 項に規定する訴えの提起の請求をしている場合を含む。）には、当該訴訟が

終結するまでの間、当該代議員は社員たる地位を失わない（当該代議員は、役員の

選任及び解任（法第 63条及び第 70条）並びに定款変更（法第 146 条）についての

議決権を有しないこととする。）。 

７ 代議員が欠けた場合又は代議員の員数を欠くこととなるときに備えて補欠の代

議員を選挙することができる。補欠の代議員の任期は、任期の満了前に退任した代

議員の任期の満了する時までとする。 

８ 補欠の代議員を選挙する場合には、次に掲げる事項も併せて決定しなければなら

ない。 

(1) 当該候補者が補欠の代議員である旨 

(2) 当該候補者を１人又は２人以上の特定の代議員の補欠の代議員として選任す

るときは、その旨及び当該特定の代議員の氏名 

(3) 同一の代議員（２以上の代議員の補欠として選任した場合にあっては、当該２

以上の代議員）につき２人以上の補欠の代議員を選任するときは、当該補欠の代

議員相互間の優先順位 

９ 第７項の補欠の代議員の選任に係る決議が効力を有する期間は、当該決議後２年

以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終結の時まで

とする。 

１０ 正会員は、一般社団・財団法人法に規定された次に掲げる社員の権利を、社員

と同様にこの法人に対して行使することができる。 

(1) 法第 14条第 2項の権利（定款の閲覧等） 

(2) 法第 32条第 2項の権利（社員名簿の閲覧等） 

(3) 法第 57条第 4項の権利（社員総会の議事録の閲覧等） 

(4) 法第 50条第 6項の権利（社員の代理権証明書面等の閲覧等） 

(5) 法第 52条第 5項の権利（電磁的方法による議決権行使記録の閲覧等） 

(6) 法第 129 条第 3項の権利（計算書類等の閲覧等） 

(7) 法第 229 条第 2項の権利（清算法人の貸借対照表等の閲覧等） 

(8) 法第 246 条第 3項、第 250 条第 3項及び第 256 条第 3項の権利（合併契約等の

閲覧等） 

１１ 理事、監事又は会計監査人は、その任務を怠ったときは、この法人に対し、こ

れによって生じた損害を賠償する責任を負い、一般社団・財団法人法第 112 条の規

定にかかわらず、この責任は、すべての正会員の同意がなければ、免除することが

できない。 
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４  社員総会及び評議員会の決議要件（定足数）及び理事の選任議案の決議方法 

（問題の所在） 

    ① 公益社団法人における社員総会の普通決議（理事の選任）の決議要件（定足

数）の定款の定めの在り方。 

    ② 理事の選任議案を社員総会（評議員会）で決議する方法について、例えば、

４人の理事の選任議案の決議方法を４人一括で決議する方法は許されるか。例

えば、４人の理事候補者のうち、１名については反対、３名については賛成の

議決権の行使をしたいと考えている社員（評議員）がいるときに、４人一括で

決議する方法が採用された場合には、そのような意思を反映した議決権の行使

をすることができないこととなるため、社員総会又は評議員会の議事の運営方

法についての定款の定めの在り方が問題となる。 

 

（考え方） 

 法は、社員総会又は評議員会に理事の選任権を形式的に付与しているだけでなく、

理事の選任過程の適正を確保するため、種々の方策を講じている。 

 すなわち、法は、社員（評議員）１人に１議決権を付与する（法第 48 条第 1 項

本文、第 178 条第 1項、第 189 条）だけでなく、社員総会（評議員会）を招集する

に際しては、理事の選任議案の内容をすべての社員（評議員）に通知するものとし

（法第 39 条第 1 項、第 2 項第 2 号、第 4 項、第 38 条第 1 項第 5 号、第 41 条、第

42 条、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則（平成 19 年法務省令

第 28 号。以下「施行規則」という。）第 4条第 1号イ、第 3号イ、第 5条第 1項第

1 号、第 2 項、法第 182 条、第 181 条第 1 項第 3 号、施行規則第 58 条第 1 号）、理

事及び監事に社員（評議員）への説明義務を課し（法第 53 条、第 190 条）、理事を

選任（再任）する場合には、社員（評議員）にその理由を説明しなければならない

ものとしている。さらに、法は、それに納得がいかない社員（評議員）が自分自身

で議案の提案権を行使し、別の候補者を役員とする選任議案を提案し、その議案の

要領を招集通知に記載することを請求することができることともしている（法第 43

条から第 45 条、第 184 条から第 186 条）。 

 また、その決議に際しても、総社員の議決権（議決に加わることができる評議員）

の過半数を有する社員（評議員）の出席を要することとし（法第 49 条第 1 項、第

189 条第 1項）、公益法人においては、所定の理事の合計数が理事の総数の３分の１

を超えてはならない（公益法人認定法第 5条第 10 号及び第 11 号）こととされてい

る。 

 このように、法及び公益法人認定法は、あらゆる規律を通して、選任手続を可能

な限り慎重ならしめ、社員総会（評議員会）における実質的な審議を経て適正に理
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事が選任されるための種々の方策を講じている13。 

 この点、仮に、公益社団法人における社員総会の普通決議の決議要件（定足数）

の定款の定めとして、この要件を大幅に緩和したり、あるいは撤廃する定めを設け

た場合には、総社員のうち、ごく一部の社員のみで理事の選任が決定されることと

なり、上記の法の趣旨が没却されることとなる。 

 また、理事の選任議案を社員総会（評議員会）で決議する方法について、例えば、

４人の理事の選任議案の決議（採決）を４人一括で決議（採決）することとした場

合には、本来、１つ１つの議案（１人１人の理事の選任議案）ごとに賛成又は反対

の意思を表明することができるはずの社員14（評議員）に対して、全議案について

すべて賛成か又はすべて反対かという投票を強制することとなり、上記の法の趣旨

が没却されることとなる。 

 このような法の趣旨及び考え方を踏まえ、 

① 公益社団法人が、定款の定めにより、社員総会の普通決議の決議要件（定

足数）を大幅に緩和し、あるいは撤廃することは許されない（問題の所在①） 

② 社員総会又は評議員会で理事の選任議案を採決する場合には、各候補者ご

とに決議する方法を採ることが望ましく15 、特例民法法人の移行に際し、そ

の定款（の変更の案）に、社員総会又は評議員会の議事の運営方法に関する

定めの一つとして、「理事の選任議案の決議に際し候補者を一括して採決（決

議）すること」を一般的に許容する旨の定めを設けることは許されない（問

題の所在②） 

こととなる。 

 

（定款審査における取扱い） 

 上記の考え方と異なる運用を選択する場合、すなわち、①定款の定めにより、社

員総会の普通決議の決議要件（定足数）を大幅に緩和し、あるいは撤廃する場合に

                                                                             
13 本文以外にも、例えば、公益社団法人にあっては、社員総会における意思決定に偏りが出るこ

とを防止するため、社員資格の得喪に関する事項や議決権の数等について不当に差別的な取扱い

をすることを禁止するとともに、資力を有する一部の社員によって社員総会の運営が恣意的にな

されることを防止するため、法人に提供した財産の価額に応じて議決権の数や行使の条件等に差

異を設けることを禁止し（公益法人認定法第 5条第 14号イ及びロ）、可及的に社員総会における

適正な審議の確保を図っている。 
14 法は、社員に書面又は電磁的方法（電子メール等）による議決権の行使を認める場合（法第 38

条第 1項第 3号・第 4号）には、議決権行使書面に「各議案についての賛否」を記載する欄を設

けなければならない（施行規則第 7条第 1号）ものとしている。これは、社員が議案ごとに賛成

又は反対の意思を表明する機会を確保しようとしたものである。 
15 しかし、議決権行使書面による議決権の行使の結果、社員総会の開催前に、複数の役員の選任

議案のすべてについて過半数の賛成がそれぞれ得られているような場合であって、社員総会にお

いて、議長が複数の役員の選任議案を候補者全員一括で決議（採決）することを出席している議

場の社員に諮り、それに異議が出ない等のときは、役員候補者全員の選任議案を一括で決議（採

決）することも許容され得る。 
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は、その理由の説明を求め、不適切であれば不認定の対象となり得るものとし、②

定款に、社員総会又は評議員会の議事の運営方法に関する定めの一つとして、「理

事の選任議案の決議に際し候補者を一括して採決（決議）すること」を一般的に許

容する旨の定めを設けた場合には、不認定又は不認可の対象となるものとする。 

 

（注）１ 問題の所在①についての本文の考え方の趣旨を踏まえ、公益社団法人が、

定款の定めにより、社員総会の普通決議の決議要件（定足数）を緩和する

こととする場合には、例えば、普通決議の決議要件（定足数）の定めとし

て、「総社員の議決権の３分の１を有する社員の出席」を要することとす

る程度の定めを設けることが考えられる（このような定めを設けた場合に

は、総社員の議決権の６分の１（約 16.7 パーセント）を超える賛成さえ

あれば理事を選任又は解任することができることとなる。）。なお、定款に

社員総会の普通決議の決議要件（定足数）についての定めを設けない場合

には、法第 49 条第 1項の原則どおり、「総社員の議決権の過半数を有する

社員の出席」が必要となる。 

   ２ 社員総会の運営については、理事会及び評議員会とは異なり、代理人に

より議決権を行使する方法（代理人による社員総会への出席。法第 50 条

第 1項）、書面により議決権を行使する方法（法第 38 条第 1項第 3号、第

51 条第 1 項）、電磁的方法（例えば、電子メール）により議決権を行使す

る方法（法第 38 条第 1項第 4号、第 52 条第 1項）がそれぞれ法の規定に

より認められており、いずれの方法による場合も、行使された議決権の数

が、出席した社員の議決権の数に算入されることとなる（法第 51 条第 2

項、第 52 条第 3項）。社員数が多い公益社団法人にあっては、このような

方法を併用することにより、円滑に社員総会を運営することができる16。 

   ３ 公益財団法人における評議員会の普通決議の決議要件（定足数）につい

ては、撤廃することはもちろん、緩和すること自体も認められていない（法

第 189 条第 1項）ため、評議員会の普通決議の決議要件（定足数）を緩和

する内容の定款の定めは無効となる。 

   ４ 問題の所在②についての本文の考え方の趣旨を踏まえ、定款に社員総会

又は評議員会の議事の運営方法に関する定めを設けることとする場合に

                                                                             
16 これ以外にも、例えば、（定時）社員総会に際し、公益社団法人から社員に提供する必要のある

資料である①招集通知、②参考書類、議決権行使書面、③計算書類、事業報告、監査報告及び会

計監査報告について、所定の要件を満たす場合には、電磁的方法で社員に提供することが可能と

されている（①法第 39条第 3項、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行令（平成 19

年政令第 38号。以下「施行令」という。）第 1条第 1項第 1号、②法第 42条第 2項、③法第 125

条、施行規則第 47条第 2項第 2号）。また、代理人により議決権を行使する社員は、所定の要件

を満たす場合には、公益社団法人に対し委任状をメールで提出することも認められている（法第

50条第 3項、施行令第 2条第 1項第 1号）。 
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は、下記の定款の定めの例のように、「理事の選任議案の採決は各候補者

ごとに採決（決議）する方法とする」旨を定めておくことも考えられる17。 

   ５ 定款の定めの例 

第○条 社員総会の決議は、次項に規定する場合を除き、総社員の議決権の過半数を

有する社員が出席し、出席した当該社員の議決権の過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、一般社団・財団法人法第 49 条第 2 項各号に列挙され

た事項については、総社員の半数以上であって、総社員の議決権の３分の２以上に

当たる多数をもって行う。 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決

議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第○条に定める員数

を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に員数の枠

に達するまでの者を選任することとする。 

 

 

 

５ 社員総会及び評議員会の理事の選任権限と第三者が関与できる範囲 

（問題の所在） 

 社員総会又は評議員会で理事を選任する際、定款の定めにより、代表理事、理事

会、設立者等の第三者を関与させることの可否。 

 

（考え方） 

 社員総会又は評議員会の理事の選任権限は、定款の定めをもってしても奪うこと

ができないため（法第 35 条第 4項、第 178 条第 3項）、特例民法法人の定款の変更

の案において、社員総会又は評議員会以外の機関がその決定をくつがえすこととな

るような定款の定めを設けることはできない。 

 

（定款審査における取扱い） 

 上記の考え方と異なる定款の定めを設けた場合（定款に、社員総会又は評議員会

の理事の選任権限を奪うこととなるような定款の定めや注１・２のような定めを設

けた場合等）には、不認定又は不認可の対象となるものとする。 

 

（注）１ 「理事の選任は、○○（例えば、代表理事、設立者）が行う」との定め

は、社員総会又は評議員会の理事の選任権限を奪っており無効である。 

   ２ 「社員総会（評議員会）において理事を選任する場合には、○○（例え

                                                                             
17 このような定款の定めは、社員総会の議長の議事の整理権限（法第 54条第 1項）を適切にコン

トロールするものとしても有効である。 
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ば、代表理事、設立者）の同意を得なければならない」旨の定めは、社員

総会又は評議員会以外の者（機関）に拒否権（事実上の決定権）を与える

こととなり得るため、上記１に準じた取扱いとなる。 

   ３ 「社員総会（評議員会）が理事を選任又は解任する場合には、○○（例

えば、設立者、定款で指定した者）の意見を参考にすることができる」旨

の定めは、社員総会又は評議員会以外の者（機関）に拒否権（事実上の決

定権）を与えているとまではいえないため、許容される。 

 

 

 

６ 評議員の構成並びに選任及び解任の方法 

（問題の所在） 

 「評議員の選任及び解任の方法」に関する定款の定めの在り方。 

 

（考え方） 

 新制度（一般社団・財団法人法）における「評議員」は、一般財団法人の運営が

その目的から逸脱していないかを監督する重要な立場にある。すなわち、新制度に

おいては、財団法人の運営の適正を確保するため、「評議員」の資格を有している

者に対し評議員会の議決権を与え、理事、監事、会計監査人の選解任権、報酬等の

決定権を与えて役員等の人事権を独占させた上、決算の承認、定款の変更など法人

運営における重要事項の最終的な意思決定権を付与している。さらに、評議員には、

理事の違法行為の差止請求権、役員等の解任の訴えの提訴権など法人の適切な業務

運営を確保するための種々の権利も付与されている。加えて、評議員は広範かつ強

大な権限を有するだけでなく、４年間の任期が保障されており、自らの意思で辞任

しない限りは原則としてその地位を失うことはないなど、その独立性も強く保障さ

れている。 

 このように、新制度においては、評議員が、人事権等の重要な権利を適切に行使

することにより財団法人の適正な運営が確保される仕組みとなっており、税制上の

優遇措置を受けることとなる公益財団法人の業務運営が公正に行われるためには、

広範で強い権限を付与されている評議員の人選が非常に重要となる。 

 そのため、公益財団法人の運営が、特定の団体や勢力の利益に偏るおそれがなく、

不特定かつ多数の者の利益のために適正かつ公正に行われるためには、評議員会を

構成する評議員が公益法人の一般的な業務運営に一定の知見を有しているだけで

なく、当該法人の運営の公正さに疑いを生じさせない立場にある者が評議員会の一

定の割合を占めることが法の趣旨に適う。 

 この点、例えば、評議員の選任及び解任を「評議員会の決議で行う」こととする
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と、「（最初の）評議員」の人選が特定の団体や勢力の関係者で占められた場合には、

以後の評議員の選任も当該特定の団体や勢力の関係者によって占められることと

なり、公正かつ適切な法人の業務運営を確保するために設けられた新制度の仕組み

が有効に機能しないおそれがあるだけでなく、①当該法人の役員等の人事権等の重

要かつ強大な権限を掌握した評議員の人事が評議員で構成される評議員会だけで

行われ、いわば最高意思決定機関の人事を最高意思決定機関だけで行うこととなっ

てしまい、②評議員の人事を身内だけで行い、外部の者が関与する余地がなくなる

ため、当該法人の運営が特定の団体や勢力の利益に偏り、その運営の公正さに疑い

を生じさせるおそれがある（公益法人認定法第 5条第 3号及び第 4号等参照）。 

 このような考え方を踏まえ、公益財団法人に移行する特例財団法人が評議員の選

任及び解任方法を定款に定めるに際しては、当該法人と相互に密接な関係にある者

ばかりが評議員に選任されることのないようにする必要があり、これを確実に担保

することができる方法を採らなければならない。 

 そのような方法としては、 

① 「評議員の構成を公益法人認定法第 5条第 10 号及び第 11 号に準じたもの

にする」旨を定める方法 

又は 

② 評議員の選任及び解任をするための任意の機関として、中立的な立場にあ

る者が参加する機関を設置し、この機関の決定に従って評議員を選任及び解

任する方法 

が望ましい。 

 

（定款審査における取扱い） 

 上記の考え方と異なる運用を選択する場合（評議員の構成を公益法人認定法第 5

条第 10 号及び第 11 号に準じたものにする旨を定款に定めておらず、かつ、評議員

の選任及び解任方法として「中立的な立場にある者が参加する任意の機関を設置し、

この機関の決定に従って評議員を選任及び解任する方法」以外の方法を定めている

場合（特に、「評議員会が評議員を選任及び解任する」旨の定めを設けている場合））

にはその理由の説明を求め、不適切であれば不認定の対象となり得るものとする。 

 

（注）１ 評議員の選任及び解任方法として、例えば、「評議員の選任は、評議員

会の推薦を得た上で、理事会が行う」旨の定めのように、理事又は理事会

が評議員を選任し、又は解任することを内容とする定款の定めは無効であ

る（法第 153 条第 3項第 1号）。 

   ２ 「評議員の選任及び解任の方法」が特定の団体や勢力の利益に偏った方

法でされた場合には、当該公益財団法人の事業が行われるに当たり、当該

特定の団体や勢力に対し特別の利益が与えられるおそれが高いものとも
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なることに留意する必要がある（公益法人認定法第 5条第 3号及び第 4号

等参照）。本文の考え方のとおり、評議員の構成は、公益財団法人の事業

の適正な運営の重要なポイントとなる。そのため、本文記載の①又は②の

方法のいずれを選択したとしても、実際に選任された評議員の構成が特定

の団体や勢力に対し特別の利益が与えられるおそれが高いものと認めら

れる場合には、監督の対象となり得る18。 

   ３ 本文の考え方②の方法を採る場合において、評議員を選任及び解任する

任意の機関（評議員選定委員会）に参加する中立的な立場にある者に対し

ては、当該法人の関係者から、評議員候補者の経歴、評議員候補者とした

理由、当該候補者と当該法人及び役員等との関係、兼職状況等、候補者が

評議員として適任と判断した理由を説明することとなる。そのため、評議

員候補者の原案は理事会において用意した上で、評議員を選任する任意の

機関の構成員にそれを諮ることとする運用も差し支えない。 

     また、評議員を選任する任意の機関の構成員として、「中立的な立場に

ある者」のほかに法人関係者（評議員、監事、事務局員等）を加えても差

し支えないが、理事又は理事会による評議員の選任を禁止した法第 153 条

第 3項第 1号の趣旨を踏まえ、理事が構成員となることは許されない。ま

た、本文の考え方の趣旨を踏まえ、評議員が構成員の過半数を占めること

とする定款の定めも不相当である。なお、評議員の選任及び解任を、一定

の知見を有する中立的な立場の法人（事業体）に委ねることは何ら差し支

えない。この場合には、評議員を選任等する任意の機関の構成員のすべて

が「中立的な立場にある者」となる。 

   ４ なお、評議員設置特例財団法人以外の特例財団法人については、移行の

登記をするまでの間は、一般社団・財団法人法第 153 条第 1項第 8号が適

用除外とされている（整備法第 89 条第 2 項及び第 3 項）上、最初の評議

員の選任方法については主務官庁の認可を受けた方法によることとされ

ているため（整備法第 92 条）、本文の考え方②に記載された「評議員の選

任及び解任の方法」の定款の定めが実際に適用されるのは、大半の公益財

団法人については、２回目の評議員の選任時からとなる（なお、本文記載

の①又は②の方法のいずれを選択したとしても、最初の評議員の選任方法

については、最高意思決定機関の人事を最高意思決定機関だけで行うこと

の弊害や評議員の人事を外部の者が関与する余地を封じて行うことの弊

害を防止するため、「任意の機関として、中立的な立場にある者が参加す

る機関を設置し、この機関の決定に従って評議員を選任及び解任する方

                                                                             
18 任期満了等に伴い新たな評議員の選任が行われた場合には、当該公益財団法人の事業の適正な

運営を確保するため、その選任手続や選任結果が定款の定めに従って適正に行われたことを証す

る書面（議事録等）の提出を求めることなどが考えられる（公益法人認定法第 27条第 1項）。 
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法」となる場合が通常であろう。）。 

   ５ 定款の定めの例①（本文の考え方①の方法による場合） 

第○条 この法人の評議員の数は５名以上８名以内とする。 

２ 評議員の選任及び解任は、一般社団・財団法人法第 179 条から第 195 条の規定に

従い、評議員会において行う。 

３ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 

(1) 各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の

三分の一を超えないものであること。 

イ 当該評議員及びその配偶者又は三親等内の親族 

ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者 

ハ 当該評議員の使用人 

ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他

の財産によって生計を維持しているもの 

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 

ヘ ロからニまでに掲げる者の三親等内の親族であって、これらの者と生計を

一にするもの 

(2) 他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計

数が評議員の総数の三分の一を超えないものであること。 

イ 理事 

ロ 使用人 

ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理

人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行す

る社員である者 

ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議

員を除く。）である者 

① 国の機関 

② 地方公共団体 

③ 独立行政法人通則法第 2条第 1項に規定する独立行政法人 

④ 国立大学法人法第 2 条第 1 項に規定する国立大学法人又は同条第 3 項に

規定する大学共同利用機関法人 

⑤ 地方独立行政法人法第 2条第 1項に規定する地方独立行政法人 

⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人で

あって、総務省設置法第 4 条第 15 号の規定の適用を受けるものをいう。）

又は認可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官

庁の認可を要する法人をいう。） 

   ６ 定款の定めの例②（本文の考え方②の方法による場合） 
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第○条 評議員の選任及び解任は、評議員選定委員会において行う。 

２ 評議員選定委員会は、評議員１名、監事１名、事務局員１名、次項の定めに基づ

いて選任された外部委員２名の合計５名で構成する。 

３ 評議員選定委員会の外部委員は、次のいずれにも該当しない者を理事会において

選任する。 

(1) この法人又は関連団体（主要な取引先及び重要な利害関係を有する団体を含

む。）の業務を執行する者又は使用人 

(2) 過去に前号に規定する者となったことがある者 

(3) 第 1号又は第 2号に該当する者の配偶者、三親等内の親族、使用人（過去に使

用人となった者も含む。） 

４ 評議員選定委員会に提出する評議員候補者は、理事会又は評議員会がそれぞれ推

薦することができる。評議員選定委員会の運営についての細則は、理事会において

定める。 

５ 評議員選定委員会に評議員候補者を推薦する場合には、次に掲げる事項のほか、

当該候補者を評議員として適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。 

 (1) 当該候補者の経歴 

 (2) 当該候補者を候補者とした理由 

 (3) 当該候補者と当該法人及び役員等（理事、監事及び評議員）との関係 

  (4) 当該候補者の兼職状況 

６ 評議員選定委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

ただし、外部委員の１名以上が出席し、かつ、外部委員の１名以上が賛成すること

を要する。 

７ 評議員選定委員会は、第○条で定める評議員の定数を欠くこととなるときに備え

て、補欠の評議員を選任することができる。補欠の評議員の任期は、任期の満了前

に退任した評議員の任期の満了する時までとする。 

８ 前項の場合には、評議員選定委員会は、次に掲げる事項も併せて決定しなければ

ならない。 

(1) 当該候補者が補欠の評議員である旨 

(2) 当該候補者を１人又は２人以上の特定の評議員の補欠の評議員として選任す

るときは、その旨及び当該特定の評議員の氏名 

(3) 同一の評議員（２以上の評議員の補欠として選任した場合にあっては、当該２

以上の評議員）につき２人以上の補欠の評議員を選任するときは、当該補欠の評

議員相互間の優先順位 

９ 第７項の補欠の評議員の選任に係る決議は、当該決議後４年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで、その効力を有する。 
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７ 代表理事の選定方法 

（問題の所在） 

 代表理事の選定又は解職の過程に社員総会を関与させることとする場合におけ

る定款の定めの在り方。 

 

（考え方） 

 法は、理事会を設置している一般社団法人の代表理事は、理事会で選定及び解職

することとしている（法第 90 条第 2項第 3号及び第 3項）。 

 代表理事を選定等する権限を理事会に付与した法の趣旨は、理事会による代表理

事の職務執行の監督権限の実効性を確保するところにある。すなわち、代表理事か

ら職務の執行の状況の報告を受け、代表理事の職務の執行を監督する責任を負う理

事会がその職責を全うするためには、理事会が代表理事の選定及び解職権を有して

いることが必要であるとの考え方に基づき、法は、一義的に、理事会に代表理事の

選定等の権限を付与したものと解される。換言すれば、代表理事が違法又は不当な

行為をした場合において、理事会に代表理事を解職する権限が留保されることによ

り、理事会による代表理事の職務執行の監督権限が機能し、ガバナンスが確保され

るということとなる。 

 特に、税の優遇措置を受ける公益社団法人については、そのガバナンスを適正に

確保する要請が強いことから、公益法人認定法は公益社団法人の機関設計として理

事会を必置とし（公益法人認定法第 5条第 14 号ハ）、理事会を通したガバナンスに

期待しているところが大きい。 

 他方、代表理事の選定の過程に社員総会を関与させることを望む法人も少なくな

い。 

 そのため、代表理事の選定の過程に社員総会を関与させることとする場合には、

上記のような法の趣旨を踏まえ、例えば、定款の定めにより、「理事会は、代表理

事を選定及び解職する。この場合において、理事会は、社員総会の決議により代表

理事候補者を選出し、理事会において当該候補者を選定する方法によることができ

る」旨の定めや、「理事会は、代表理事を選定及び解職する。この場合において、

理事会は、社員総会にこれを付議した上で、その決議の結果を参考にすることがで

きる」旨の定めを置いた場合には、理事会が最終的に責任を持って代表理事の選定

及び解職をすることができることとなる。 

 このように、公益社団法人において、理事会のみで代表理事の選定等を行うこと

とせず、代表理事の選定等の過程に社員総会を関与させることとする場合には、理

事会によるガバナンスの確保を図ることとした法の趣旨を踏まえ、理事会の法定の

権限である代表理事の選定及び解職権限を実効的に担保することができる内容の
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定款の定めを設けることが望ましい。 

 

（定款審査における取扱い） 

 上記の考え方に沿った定めが望ましいが、本文の考え方に示された定款の定めの

例以外の定めであっても不認定の対象とはならない。 

 

（注）代表理事が欠けた場合の取扱い 

   １ 代表理事が欠けた場合又は定款で定めた代表理事の員数が欠けた場合

には、任期の満了又は辞任により退任した代表理事は、新たに選定された

代表理事が就任するまで、なお代表理事としての権利義務を有することと

されている（法第 79 条第 1 項）ため、仮に、代表理事が１名のみの法人

において、代表理事が任期の満了又は辞任により退任したとしても、当該

代表理事は、後任の代表理事が選定されるまでの間、なお代表理事として

の権利を有するだけでなく、その義務も負うこととなる。 

   ２ 代表理事が在任中に死亡し又は所在不明になった場合には、理事会を開

催して新たな代表理事を選定することとなる（法第 90条第 2項第 3号）19。

また、内紛等何らかの事情があってそのような理事会を開催することがで

きない場合には、理事等の利害関係人は、一時代表理事の職務を行うべき

者を選任することを裁判所に申し立てることができる（法第 79 条第 2項）。 

   ３ なお、「代表理事に事故がある場合は、代表理事が予め定める順番で理

事が代表理事の職務を代行する」旨の定款の定めは、理事会の代表理事の

選定権限を奪い、（将来の）代表理事の選定を代表理事が行うことを許容

するものとなるため無効である。 

   ４ 代表理事を１人ではなく複数名選定することは可能であり20、その場合

には各自単独で代表権を行使することができるため、例えば、２名の代表

理事のうちの１名が死亡したとしても、他の１名の代表権に影響を及ぼす

ことはない（なお、２名の代表理事につき権限の分担を定めても、その分

担は法人内部の関係に止まり、外部に対しては原則としてその権限分担の

効力を主張することはできない（法第 77 条第 5項）。）。 

 

 

                                                                             
19 代表理事が急死したような場合に、新たな代表理事を理事会で選定する際には、新たな代表理

事の選定議案に理事の全員が同意すれば現実に理事会を開催する必要はなく（法第 96条）、理事

会の招集手続（法第 94条第 1項）も不要となる。 
20 代表理事として選定された理事は、当該法人の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為を

する権限を有する理事（法第 77条第 4項）として、その氏名及び住所が登記され（法第 301 条

第 2項第 6号、第 302 条第 2項第 6号）、代表理事を複数名選定したときは、その全員が代表理

事として登記される。 
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８ 理事会・評議員会の運営方法 

（問題の所在） 

 理事会又は評議員会の決議方法について、定款で、書面投票、代理出席を定める

ことは認められるか。理事会又は評議員会の運営方法に関する定款の定めの在り方。 

 

（考え方） 

  理事及び評議員は、その個人的な能力、資質、手腕に信頼を受けて法人の運営を

委任された者であることから（法第 64 条、第 172 条第 1項、民法第 644 条）、理事

又は評議員は自ら理事会又は評議員会に出席し、議決権を行使することが求められ

る。また、理事会（評議員会）は、理事（評議員）が参集して相互に十分な討議を

行うことによって意思決定を行う場である。したがって、理事会（評議員会）に代

理人が出席して議決権を行使することを定めることは認められないし、理事（評議

員）が理事会（評議員会）に出席することなく書面等によって理事会（評議員会）

の議決権を行使することも認められない。また、理事（評議員）が一堂に会するこ

となく、議案の賛否について個々の理事（評議員）の賛否を個別に確認する方法で、

過半数の理事（評議員）の賛成を得て決議するようないわゆる持ち回り決議も認め

られない21（仮に、特例民法法人が、理事会又は評議員会の決議方法として、代理

人による議決権の行使、書面による議決権の行使又は持ち回り決議を許容する旨の

定款の定めを設けたとしても無効な定めとなる。）。 

 もっとも、遠方に所在する等の理由により現に理事会（評議員会）の開催場所に

赴くことができない理事（評議員）が当該理事会（評議員会）決議に参加するため、

例えば、電話会議やテレビ会議のように、各理事（各評議員）の音声が即時に他の

出席者に伝わり、出席者が一堂に会するのと同等に適時的確な意見表明が互いにで

きることにより、相互に十分な議論を行うことができる方法であれば理事会を開く

場所が物理的に同一の場所である必要はなく（施行規則第 15 条第 3 項第 1 号かっ

こ書き、第 60 条第 3項第１号かっこ書き参照）、このような方法による議決権の行

使は、有効な議決権の行使となる。 

 また、理事会設置一般社団法人及び一般財団法人は、理事が理事会の決議の目的

である事項について提案をした場合において、当該提案につき理事（当該事項につ

いて議決に加わることができるものに限る。）の「全員」が書面又は電磁的記録に

より同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案について異議を述べたときを除

                                                                             
21 理事（評議員）の「全員」が同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の理事会（評

議員会）の決議があったものとみなすことができる（法第 96条、第 194 条第 1項）ため、理事

（評議員）の「全員の同意」が得られる議案の場合には、いわゆる持ち回り決議をすることも可

能である。 
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く。）は、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす旨を定款で

定めることができる（法第 96 条。評議員会については、定款の定めを設けること

なく全員同意による決議の省略が可能である（法第 194 条第 1 項）。）。このような

定款の定めを設けることにより、例えば、電子メールにより理事会（評議員会）決

議を行うことが可能となり、一例として、理事（評議員）が電子メールで他の理事

（評議員）に対して議題を提案し、理事（評議員）全員から提案理事（評議員）宛

に同意の電子メールが返信され、監事に異議がないことを確認した上で（評議員会

の場合は監事の異議の有無は問わない。）、理事会（評議員会）決議の議事録を作成

する（施行規則第 15 条第 4項第 1号、第 60 条第 4項第 1号）ことにより理事会（評

議員会）決議を行うといった方法も可能となる（注）。このような方法を活用する

ことにより、すべての理事（評議員）の意向に基づく理事会（評議員会）決議を機

動的に行うことが可能となる22。 

 

（定款審査における取扱い） 

 上記の考え方と異なる定款の定めを設けた場合（定款に、①理事会（評議員会）

に代理人が出席して議決権を行使することを許容する定め、②理事（評議員）が理

事会（評議員会）に出席することなく書面等によって理事会（評議員会）の議決権

を行使することを許容する定め、又は、③理事（評議員）が議案の賛否について個々

の理事（評議員）の賛否を個別に確認する方法で過半数の理事（評議員）の賛成を

得て決議するようないわゆる持ち回り決議を許容する定め、のいずれかを設けた場

合）には、不認定又は不認可の対象となるものとする。 

              

（注）１ 例えば、電子メールにより議案の内容を理事（評議員）の全員に伝達し、

事務方が理事（評議員）全員から議案に同意する旨の電子メールを受け取

ったような場合には、コンピューターのハードディスクにそのメールの内

容が記録されることにより、電磁的記録により同意の意思表示がされたも

のとなる（法第 96 条、第 194 条第 1 項、施行規則第 89 条）。なお、すべ

ての理事（評議員）が同意を表明したことを証明できないと決議に瑕疵が

生ずるため、電磁的記録による同意がされる場合は、実務的には、他人の

なりすましによる同意メールの送信等を防止することも含め、理事（評議

員）本人が同意の意思表示をしたことを証明することができる電磁的記録

（例えば電子署名のあるもの）を用いる方法、法人と理事（評議員）間の

連絡通信に用いるＩＤとパスワードを使って送信する方法、同意表明が本

人の意思に基づくものか電話などで確認する方法等によることが考えら

                                                                             
22 法第 96条により理事会の決議を省略する場合には、実際に理事会は開催されないため、その招

集手続も不要である。 
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れる。 

   ２ なお、理事（評議員）の議決権の数は１人１個であり、「可否同数のと

きは、議長（代表理事、評議員会議長）の決するところによる」とするよ

うな定款の定めを設けることにより、特定の理事（評議員）のみ２個の議

決権を与えることとなるような定款の定めは無効である。 

   ３ 定款の定めの例（全員同意による理事会の書面決議） 

第○条 この法人は、一般社団・財団法人法第 96 条の要件を満たしたときは、理事

会の決議があったものとみなす。 

 




